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第 1章

序論

1.1 研究背景
近年，世界的には気候変動枠組条約締約国会議 (COP:Conference of the Parties on

Climate Change) [1]や持続可能な開発目標 (SDGs) [2]，国内では Society 5.0 [3]などの
環境対策を含む取り組み行われ，低炭素社会を実現するため再生可能エネルギーを用いた
発電量の増加と二酸化炭素 (CO2)の削減などの低環境負荷型の電気エネルギーを供給す
るシステムが求められている．
低環境負荷型の電力供給システムとは，発電過程における CO2 排出量だけではなく，

エネルギー資源を輸送する際に必要となるエネルギーの発電および蓄電設備の設置や製
造，廃棄時における環境への負担や送電する際の電力損失を抑えるなど，電気エネルギー
を得る段階から消費するまでの過程において，環境への負担を軽減したシステムであると
考えられる．
図 1.1に世界の電力供給量に占めるエネルギー源の割合を示す．現在の電力を供給手法

は，大きな電力需要に対応するため，大規模な発電が可能である火力発電，原子力発電や
水力発電が多くの割合を占めており，大部分は化石燃料に依存した状態となっている [4]．
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図 1.1 世界の電力供給量に占めるエネルギー源の割合 [4]

火力発電は，エネルギー資源として石油，石炭や天然ガスなどの化石燃料が用いられて
おり，発電における燃焼時や資源の輸送時において CO2 を多く排出する．さらに，化石
燃料は地下に埋蔵している不可逆的なエネルギー資源であるため，大気中の CO2 を増大
させる大きな要因となり，同時に資源が枯渇するという問題も抱えている．
原子力発電は，核分裂による熱エネルギーを電気へ変換しているため，発電の過程で

は CO2 を排出しないが，原料となるウラン鉱石の運搬や発電設備の建設において多くの
CO2 を排出する．さらに，核燃料は発電の有無を問わず放射能を有するため，使用済み
燃料の保管だけでなく廃炉に伴う核汚染物質の管理が大きな課題となっている．
水力発電は，発電時に CO2 を排出しないものの，水を一時的に蓄えるためにダムを建

設する必要があり，建設する場所が限定され環境への負担も大きい．これらの発電方法
は，発電時や建設時において環境への負担が大きいことやエネルギー資源の枯渇といった
課題を抱えており，自然環境に対する影響を配慮した循環型のエネルギー供給システムの
普及が世界的な課題となっている [5]．
これまでの発電が有する課題の対策として，風力発電，太陽光発電，地熱発電や海洋エ

ネルギー発電など CO2 の排出や環境負荷を抑えた再生可能エネルギーを用いる発電シス
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テムの活用が世界的に進められている．再生可能エネルギーとは，電気エネルギーを得る
際に自然界に存在するエネルギー源として永続的に利用できるものであり，風力，太陽
光，地熱や海洋エネルギーなどが挙げられる．また，従来からの手法でもある水力発電に
おいても，水の位置エネルギーを利用して発電するため，発電時において CO2 の排出す
ることなく，資源の枯渇もないため再生可能エネルギーに位置づけられる [6]．
風力発電は，風の力を風車により回転運動に変換し発電機に接続することで電力を得て

いる．エネルギーが枯渇することなく CO2 を発生しない発電手法であるが，風車による
騒音公害の発生や落雷による破損，鳥類の生態系に対する影響を有しており，風車を設置
する場所が制約される．さらに，機械的な可動部を有するため，定期的なメンテナンスや
強風時の故障を防ぐため定常的に動作の管理を必要とする [7]．
太陽光発電 (PV：PhotoVoltaic)は，半導体や有機系材料，色素等を用いて太陽光エネ

ルギーにより発電する手法であり，エネルギー源が太陽であるため枯渇することなく，発
電時には CO2 を発生しない．また，発電に使用する太陽電池 (PVセル)は，可動部が無
く軽量であるために他の発電方法と比較して設置場所に制約が無く，メンテナンスも容易
であるため分散化形のエネルギーとして導入が進むことが予測さる．しかし，課題として
太陽エネルギーからの変換効率が 20%程度と低いことや PVセルの効率的なリサイクル
方法が確立されていないことが挙げられる [8, 9]．
地熱発電は，地中にある高温の地下水をエネルギー源としており，エネルギーの枯渇や

CO2 の排出がなく，天候や日照に関係ない安定した発電を可能とする．しかし，自然公園
や温泉が湧く地域に限定されるため自然環境や地域観光資源の保護，景観の問題があり実
際に発電設備を設置することが可能な場所は多くない．さらに，設備を設置する際には，
大規模な地盤の掘削を必要とするため，環境への負荷が大きい [10]．
海洋エネルギー発電は，波力発電，潮流・海流発電や海洋温度差発電など様々な手法に

よるエネルギー変換の技術が開発されており，潮汐力発電は数ヶ所で稼働している発電施
設があるものの，その他の発電手法は研究段階にある．世界的には海洋エネルギーが有す
るポテンシャルは高いが，発電の構造に機械的な可動部を有するため，耐久性や定常的な
メンテナンスの課題がある．また，環境面に関しては，発電施設の設置場所が海洋に面し
た沿岸部に限定され，発電した電力の送電に長距離の送電線を敷設する必要があること
や，発電施設で大規模な開発工事を要するため負荷が大きい [11]．
また，動植物等の生物資源を燃焼やガス化することによりエネルギーを得るバイオマス

がある．バイオマス発電は，植物等が大気中の CO2 を光合成により吸収して生育した後，
直接燃料として使用する場合と木材や食料として利用した後の廃棄物を燃料とする場合が
ある．発電時には, いずれの手法でも CO2 を排出するが，長期的な観点では炭素が循環

3



しており，大気中の CO2 が増加しないという考えから再生可能エネルギーに分類される．
しかし，バイオマス発電の課題は，エネルギー源となる資源が小さな単位で広範囲に分布
しているため，資源の収集や運搬においてエネルギーを必要とし，発電システムの規模が
他の発電方法より小さくなる [12]．
図 1.2に世界における再生可能エネルギーの設備導入量割合を示す．これらの再生可能

エネルギーは，それぞれの特徴を活かしてエネルギーの活用が進められている [13]．

図 1.2 再生可能エネルギーの設備導入量割合 [13]

現状において，水力発電を除いた再生可能エネルギーの導入量は，設備の導入に必要と
なる労力や発電量の大きさから，風力発電と太陽光発電が主力となっている．今後も再生
可能エネルギーの活用は，風力発電と太陽光発電が増加されることが見込まれており，太
陽光発電が有する特徴から導入が加速することが推測される [14]．
再生可能エネルギーによって発電された電力の多くは，有効利用するために既存の電力

配線網に接続して送電される．しかし，発電量が気象条件によって変動する発電方法も
あるため，揚水発電や火力発電の発電量調整によって，電力系統の安定化が図られてい
る [15–18]．しかし，近年では再生可能エネルギーによる発電システムの急速な普及によ
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り，揚水発電や火力発電を用いた電力系統の制御は困難になっている．そのため，系統の
周波数及び電圧の不安定化が懸念されている．その対策として，電力貯蔵システム用いた
電力供給の平準化に関する研究が盛んに行われている [19–21]．電力系統の安定化には大
電力が貯蔵可能なシステムが求められている．具体的には，圧力エネルギーに変換して
貯蔵する圧縮空気貯蔵 [22, 23]や回転エネルギーとして貯蔵するフライホイール [24, 25]，
電磁気エネルギーとして貯蔵する超電導貯蔵 [26]，化学エネルギーとして貯蔵する NaS

電池やレドックスフロー電池などがある [27]．
また，比較的小規模な再生可能エネルギーには，化学反応を充放電に利用した小型の二

次電池として鉛蓄電池，ニッケル水素電池やリチウムイオン電池などが主に用いられて
いる．
鉛蓄電池は，水溶液系の電解液であるため発火や爆発の危険性が少なく，安価に製造す

ることが可能であるため，無停電電源装置や自動車，蓄電設備などに用いられている [28]．
しかし，鉛蓄電池を構成する材料は，電極に鉛を使用しているため人体に対して有害であ
り，過放電の状態にすると陰極の表面に硫酸鉛の結晶が発生 (サルフェーション)し，直
列抵抗が増加する．さらに，充放電を繰り返すと正極の二酸化鉛が徐々に崩れ，反応効率
が低下するため充放電サイクルの寿命が短い．
ニッケル水素蓄電池は，内部抵抗が低く急速な充放電が可能であり，比較的に動作温度

範囲も広く，過放電や過充電に対してもある程度の耐性を有している．また，電池を構成
する材料は電解液に水酸化カリウムを使用し，電極材料も環境負荷の少ない材料を使用し
ているため安全性が高い．しかし，短所は，加熱時や深い過放電時に水素ガスを発生する
ため使用時の取り扱いに注意を要することや，メモリー効果により継ぎ足し充電をした際
に電池容量が減少したように見える現象が起きることなどがあげられる．よって，充放電
する際には，電池の温度管理や電池容量の管理を適切に行うための制御回路を必要とな
る．また，陰極に使用している水素吸蔵合金は数種類あるが，いずれも希少金属 (レアメ
タル)を用いており，資源の埋蔵量や採掘時の環境負荷についても懸念される [29]．
リチウムイオン蓄電池は起電力の電圧が他の二次電池と比較して高いため，高いエネル

ギー密度を有し，充放電の過程では電極に対してリチウムイオンの挿入離脱反応であるた
め充放電のサイクル特性が良い．また，メモリー効果がなく，自己放電による貯蔵された
電力量の減少も少ない．しかし，高いエネルギー密度を有していること，や非水溶液系電
解液による可燃性材料が電池内部に存在することや安全に使用できる電圧領域と危険にな
る電圧領域が近いことから，安全を確保するために充放電の制御回路や過電流保護を必要
となる．また，電極に用いられるリチウムやコバルトなどの材料はレアメタルであり，材
料の継続的な入手性も課題となっている [30]．
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これら二次電池は，充放電の過程において電極と電解液間において化学的な反応が伴う
ため，電極の劣化，充放電効率の低下，充放電電流の制約や制御回路による電池の保護な
ど様々な課題がある．一方，化学反応を伴わない蓄電デバイスとして電気二重層キャパシ
タ (EDLC：Electric Double Layer Capacitor)がある．EDLCは，電極表面において電
解液中にあるイオンの吸脱着が充放電の過程であり，比較的に蓄電容量が少ないものの，
電極の化学反応を伴わないために急速充放電が可能であること，や電極の劣化が無いため
充放電サイクルが長い特徴を有する．また，EDLCの材料は，電極の表面積を多くする必
要があるために活性炭が用いられ，集電極には重金属を含まない材料で構成さるため，環
境への負荷が少ない [31]．現状では，道路鋲 [32]や瞬間停電対策用電源 [33]，乗用車のエ
ネルギー回生 [34]等に応用されており，メンテナンスが難しく耐久性が求められるシス
テムに活用されている．
再生可能エネルギーは，エネルギー源が分散しており，発電したエネルギーを電力系統

へ接続するには，既存の送電経路が有する容量を超えた送電が難しいことや送電時のロス
がある．このために山間部や離島などにおいて蓄電装置を活用して独立 (オフグリッド)

した電源システム，すなわちオフグリッドシステムを構築することが有効となる．さら
に，オフグリッドの電源システムは，災害や事故により電力系統に障害が発生した際でも
影響を受けないため，非常用電源としても活用することができる [35]．
低電力で環境発電と蓄電装置を組み合わせた活用例として，IoT (IoT：Internet of

Things)技術を活用した，遠隔から状態をモニタリングするワイヤレスセンサネットワー
ク (WSN：Wireless Sensor Network)システムの導入が各分野において盛んに行われて
いる [36–38]．

WSNシステムは，応用先として水道やガスの料金メーターを遠隔管理するインフラ分
野，環境モニタリングによる災害情報を収集する防災分野，ウェアラブルデバイスよるヘ
ルスモニタ等の医療分野，気象情報や土壌成分情報を収集する農業分野など多岐にわた
り，さらに発展して生活に密着したシステムとなることが推測できる．

WSNシステムに利用される無線通信は，通信速度を抑えることでWi-Fiなどの通信と
比較して長距離で低消費電力が実現されている [39]．電源供給が困難な場所に設置する
WSNシステムは，大規模な工事を必要としない環境発電と蓄電装置を組み合わせた電源
装置が多く利用されている [40]．しかし，蓄電装置を用いる場合には蓄電するデバイスの
寿命と構成される材料から，メンテナンス性と環境への安全性が課題となっているため，
長寿命で環境に配慮した蓄電デバイスが必須となる．再生可能エネルギーを活用したリ
モートセンシングの電源システムに用いられる蓄電装置は，設置する環境や得られるエネ
ルギー量，負荷の電力消費量など複数の条件を考慮して選択され，WSNシステムなどの
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比較的に低電力なシステムでは，二次電池や EDLCがよく用いられる．
WSNシステムと比較して，消費電力が大きく各地に数多く設置されている電気機器と

して屋外照明がある．照明機器は，青色 LEDの発明により白色の LEDが開発され，大
幅な省電力化が実現されている [41]．この白色 LEDによる照明機器は，長寿命で消費電
力が少ないことから白熱電球や水銀灯からの置き換えが進んでいる．さらに，LEDは低
電圧での点灯が可能であるため，自然エネルギーを利用したオフグリッドの屋外照明機器
を比較的容易に構成することが可能となる．自然エネルギーの電力を用い，LEDを利用
した独立型屋外照明を動作させるためには，PVモジュールや風力発電等で得られる電力
を一時的に蓄えて安定化させるため，蓄電池などの機器を併用しなければならない．一般
的な独立型の照明機器は，蓄電デバイスはとして鉛蓄電池やリチウムイオン二次電池など
利用した機器が製品化されている [42]．屋外に設置する電気機器は，屋内と比較して広い
動作温度や耐久性，低い環境負荷などが要求され，化学反応を充放電に使用している二次
電池ではすべてを満足することは難しい．また，照明が LEDの利用により大幅に省電力
化されたことで，エネルギー密度が低い EDLCを利用した蓄電装置の活用も考えられる．
照明機器は夜間のみに電力を消費するが，屋外で常時電力を消費する機器として観光

地等に設置されている無料公衆無線 LANがある．特に自然を観光資源とする場所では，
電力の確保が難しいためにオフグリッドの電源システムによる電力供給が，環境保護の
観点からも有効な手段であるといえる．オフグリッドシステムの電力システムは，PVモ
ジュール等の自然エネルギーから得られる電力を用いることになるが，常時の利用を必要
とする目的とする情報通信機器を 24時間可動させるためには，発電装置と共に蓄電装置
を併用しなければならい．また，オフグリッドの電源システムは，電力系統からの送電線
を設置する必要が無く，災害等による停電時でも単独で動作が可能であるため，避難所等
に設置する公共の情報通信機器に対する電源システムとして有用である [43]．屋外に機器
を設置することの特性から，組み合わせる蓄電装置には広い動作温度範囲と高い耐久性，
低い環境負荷などが求められる．これらの課題に対して，二次電池の技術開発により蓄電
装置として組合せることも可能であるが，蓄電容量が大きい EDLCを適用することも可
能である．
低炭素社会の実現に向けて， PVモジュールを設置する住宅が増えつつあり，パワーコ

ンディショナーを介して電力系統に接続し，電力の売買をすることが珍しいことではなく
なった．しかし，各住宅の発電量が電力系統と比較で僅かな発電量であっても，設置する
住宅が増えてきたことで電力系統への影響が無視できない状況となっている [44]．
この課題の解消とエネルギーの地産地消，災害時における非常電源の役割をはたくこと

を目的として，一般家庭においても住宅に設置された PV モジュール等により発電され
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たエネルギーを一時的に蓄える住宅用蓄システムが普及しつつある [45]．一般的な住宅で
は，PVモジュールと数 kWhから数十 kWhの蓄電装置を組合せることで，昼間は太陽
光で発電した電力を安定化して使用し，夜間は蓄電した電力によって消費される電力を賄
うシステムが開発されている [46]．この住宅用蓄電システムには，主に鉛蓄電池やリチウ
ムイオンといった二次電池が用いられることが多く，安全性の確保やの耐久年数，周囲温
度の影響，環境負荷などの課題を有する [47, 48]．一方，EDLCは繰り返しの充放電でも
劣化が殆どなくサイクル特性が非常に良く，周囲温度による充放電の制約も少ないため，
住宅用蓄電システムの蓄電装置として活用できるが，製造コストやエネルギー密度の観点
から実用化には至っていない．

EDLC内部の電解液として水溶液系と有機系があり，一般的な EDLCは有機系の電解
液に用いる溶媒としてプロピレンカーボネート (PC)等の有機系の材料が使用され，水分
の混入による性能低下や可燃性液体であるため引火の恐れがある [49, 50]．一方，水溶液
系の電解液による EDLCは，若干の水分混入では大きな性能低下が無いため，比較的容
易に組み立てることができる．また，EDLCの電極は，その一部が活性炭で構成されてお
り，石油を原料とする繊維から製造されるが，循環可能な資源である木材 (木炭)を用いた
活性炭であっても EDLC(木炭 EDLC)の性能を十分に有することを確認している [51]．
電力を蓄えるデバイスとしての EDLC は，エネルギー密度の低さから電力系統に接

続するような大電力を対象とすると蓄電器の体積が膨大になるため適さない．しかし，
WSNシステムといった数 Whから住宅用電力システムといった数 kWh程度の蓄電容量
が必要なシステムであれば，充放電効率やサイクル特性，安全性等の観点から有効な蓄電
デバイスとして捉えることができる．
図 1.3に提案する低環境負荷独立型電源システムのイメージを示す．発電手法は，発電

時における CO2 排出を抑え，エネルギー源の枯渇が無く，設置場所が限定されにくい太
陽光発電を用いる．蓄電デバイスは，主原料を循環可能な資源とし，長寿命であり，発火
等の危険性が低く，汚染物質を含有せず，リサイクル可能な木炭 EDLC とする．また，
PVと木炭 EDLCを組合せた電源システムには，用途に合わせた電力制御回路が不可欠
であり，電源システムの規模に合わせて開発する．電源システムは，PVモジュール，木
炭 EDLCと電力制御回路の組合せにより，環境への負荷が低く蓄電デバイスも含めた循
環可能な独立電源システムとする．
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図 1.3 提案する低環境負荷型独立電源システムのイメージ
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1.2 本論文の目的と構成
本論文では，発電部，蓄電部，充放電制御部および負荷部からなる低環境負荷型独立電

源システムを開発し，それの性能を実証実験によって評価することを目的とした．発電部
では再生可能エネルギーである PVモジュールを，そして蓄電部では独自に開発した木炭
EDLCを用いた．蓄電部の木炭 EDLCは，バイオマス材料である木材を原料とする木炭
を主原料とし，構成する材料に有害物質，重金属，や発火性の材料を含まず，低環境負荷
かつ安全性の高い蓄電デバイスである．また，充放電制御部では専用の電気電子回路を設
計・製作し，低環境負荷型独立電源システムを開発した．負荷部ではWSNシステム，照
明装置などに応用して本システムの性能を実証実験によって評価した．
まず，第 2章では一般的な EDLCと独自に開発した木炭 EDLCの構造と特性，木炭を

原料とすることによる優位性を記述した．また，製作した木炭 EDLCの充放電特性につ
いて評価を行った方法を挙げ，蓄電器として利用できる可能性を示す．さらに，実際に蓄
電装置として動作する際に必要となる制御回路の構成を提案する．開発した電源システム
の応用として，近年の IoT技術を活用したWSNを対象とした，木炭 EDLCと太陽電池
による独立電源システムについて提案し，実証実験により有用性について示す．
第 3章では，木炭 EDLCを用いた屋外用 LED照明を試作し，長期間の実証実験を行っ

た結果，照明を動作させるために必要となる電源システムの具体的な構成を記述した．ま
た，オフグリッドで連続稼働するWi-Fiシステムに電源を供給するシステムの構成につ
いても示す．また，照明装置より大容量の蓄電器を構成する際，木炭 EDLCの定格電圧
による動作の違いについて，実証実験による検証結果についても述べる．
木炭 EDLCを用いて 1 kWhクラスの蓄電装置を構成した際，充放電に必要となる制御

回路を試作し，一般的な電気機器を動作させるシステムの構成について提案する．また，
提案するシステムを試作し，実証実験による検証結果を示す．
第 4章では，環境負荷が低い木炭 EDLCの特徴を活かすことのできる農業分野への応

用を視野に入れ，水田にある取水口の遠隔管理システムを対象とした電源装置の開発と，
取水口の水位を検出するセンサの試作に関して述べる．
最後に，第 5章で本研究の結論を述べる．
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第 2章

WSNを対象とした
独立電源システムの開発

2.1 序言
近年，省電力技術と無線通信技術の発展により，無線通信を用いた遠隔からモニタリン

グを可能とするWSN システムの導入が容易になっている．このWSN システムを電源
供給が難しい場所において稼動するため，大規模な工事を必要としない環境発電 (Energy

Harvesting) を利用した電源装置が活用されている．しかし，環境発電を利用する場合，
主に自然から得られるエネルギーにより発電するため，得られる電力が不安定となり，シ
ステムに対して電力供給の安定供給するための蓄電装置が必要となる．屋外において蓄電
装置を用いる場合，蓄電するデバイスの寿命と使用されている材料から，メンテナンス性
と環境に対する安全性が課題となっている [1]．
現在，独立して動作するWSNシステムには，一次電池もしくは二次電池，EDLCを環

境発電と組み合せたシステムの運用がなされている [2, 3]．しかし，一次電池は充電がで
きないため動作時間が限られ，二次電池は寿命，環境負荷，動作環境や安全性等の問題が
ある．また，一般的な EDLCは蓄電容量の小さなデバイスしかないことや，水分の浸入
に弱い，引火性電解液による安全性などの課題を有している．
木炭を主原料とした活性炭を使用して，アルカリ水溶液を電解液とした電気二重層キャ

パシタ (木炭 EDLC)を独自で開発している．この木炭 EDLCは，二次電池と比較してエ
ネルギー密度は低いものの，サイクル寿命が長いという特徴を有しており，遠隔地におい
てメンテナンスの回数を少なくすることができる．また，製造および廃棄時の環境負荷が
少ないため，環境への配慮した安心・安全な電源システムを構成することができる [4, 5]．
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本章では，PVモジュールとサイクル寿命の長い独自の木炭 EDLCを蓄電器として使
用し，ZigBee規格のモジュールをルータ機能として動作させたWSNシステムを対象と
し，電源装置として有効であるか実証実験を行った結果を記述する．
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2.2 EDLCの原理
図 2.1 に一般的なキャパシタ (以下，区別のためコンデンサとする) の構造を示す．コ

ンデンサは，電極を対向した状態に配置し，電極間に電圧を印加した場合に両電極に電荷
が蓄積される．コンデンサが有する静電容量 C は，式 (2.1)で表される．

C = ε0 · εr · S

d
(2.1)

ここで，S は電極の面積，dは電極間の距離，ε0 は真空中の誘電率である．また，電極
間に誘電体として絶縁材料を挿入すると，電極に誘電される電荷の面密度がεr 倍に増加
し，静電容量が増加する．εr は比誘電率と呼ばれ，εr の値は材料により異なる [6]．

図 2.1 一般的なコンデンサの構造

図 2.2に EDLCの構造を示す．一般的に EDLCの構造は，対向した電極間に 2対の分
極性電極と，分極性電極同士が接触しないようセパレータからなる．それらすべてを電解
液で満たした状態となっている．

EDLCの充放電現象は，コンデンサとは異なり電極界面において電解液中に存在するイ
オンの吸脱着により行われ，電極の劣化がほぼ無く急速での充放電が可能となる．EDLC

の静電容量は，電極界面とイオンの距離が電解液中のイオン分子 1個程度 (0.7～1.0 nm

程度)となり，分極性電極として使用する活性炭の表面には細かな細孔を無数に有してお
り表面積が広いため，一般的なコンデンサと比較して非常に大きな値となる．

EDLCが蓄電できる電力容量 P は，静電容量 C と定格電圧 VC を用いて式 (2.2)から
求められる．定格電圧 VC 耐電圧を上げることで電力容量 P を大きくすることが可能と
なる．
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P =
1

3600
· 1
2
CV 2

c (2.2)

図 2.2 EDLCの構造

EDLCの定格電圧は電解液の電気分解電圧によって決定され，高い絶縁性能を有する誘
電材料を用いるコンデンサと比較して低い値となる．EDLC に用いられる電解液は水溶
液系と有機系に分類され，一般的には絶縁耐圧が高い有機系の電解液が使用されている．
有機系の電解液には，プロピレンカーボネート系やアセトニトリル系などが溶媒として

用いられており，それらの電解液が電気分解する電圧は 2.5 V～3 V 程度となる．一方，
水溶液系の電解液を使用した場合には水の電気分解電圧は 1.23 Vとなる [7]．

EDLC が劣化する原因として，電解液が外部に漏れ出すドライアップとキャパシ内部
への水分侵入がある．特に水分の浸入は有機系の電解液にとって特性に大きく影響し，製
造工程における湿度管理に難しさや，温度や湿度の変化が大きい屋外での使用において課
題となる．
現在，電気エネルギーを繰り返し充放電可能なデバイスとして，様々な種類の二次電池

が開発されており，それぞれの特徴を活かして電気製品の電源として実用化されている．
WSNシステムや IoTデバイスに使用されている二次電池の主なものは，鉛蓄電池，ニッ
ケル水素電池やリチウムイオン電池がある [8]．
鉛蓄電池は二次電池として最初に開発され，正極に二酸化鉛，陰極に鉛を電極として，
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電解液として希硫酸が用いられ，充放電時の反応は次の式で表される．ここで，左辺から
右辺への矢印の反応を放電時とし，逆を充電時とする．

正極：PbO2 + 3H+ + HSO−
4 + 2e− � PbSO4 + 2H2O (2.3)

負極：Pb + SO2−
4 � PbSO4 + 2e− (2.4)

全体：PbO2 + Pb + 2H2SO4 � 2PbSO4 + 2H2O (2.5)

図 2.3に鉛蓄電池の構造を示す．鉛蓄電池の特徴は，電解液として使用している希硫酸
の電気抵抗が他の二次電池と比較して低いため高い出力密度を得ることができることや水
溶液系の電解液であるため発火や爆発の危険性が少ないことなどである．また，電極に使
用している鉛は人体に対して有害であるが，リサイクル体制が整備されていることや鉛の
埋蔵量が豊富であり比較的単純な製造設備で生産可能であるため，安価に製造することが
できる．

図 2.3 鉛蓄電池の構造

しかし，使用時の温度や負荷によって放電容量が大きく左右され，ニッケル水素電池や
リチウムイオン電池と比較すると，エネルギー密度が低い．また，過放電の状態にすると
陰極である鉛の表面に硫酸鉛 (絶縁体)の結晶が発生し，陰極と電解液が接触する表面積
が減少するため，直列抵抗が増加する．さらに，充放電を繰り返すと正極の二酸化鉛が
徐々に崩れ，反応効率が低下する．
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ニッケル水素蓄電池は，正極と陰極に水酸化ニッケルと水素吸蔵合金，電解液として水
酸化カリウム水溶液が用いられ，充放電時の反応は次の式で表される．ここで，左辺から
右辺への矢印の反応を放電時とし，逆を充電時とする．

正極：NiOOH + H2O + e− � Ni(HO)4 + OH− (2.6)

負極：MHx + OH− � MH(x−1) + H2O + e− (2.7)

全体：NiOOH + MHx � Ni(OH)2 + NH(x−1) (2.8)

図 2.4にニッケル水素電池の構造を示す．ニッケル水素電池の特徴は， 1 内部抵抗が低
く急速な充放電が可能であること， 2 鉛蓄電池と比較して動作温度範囲が広いこと， 3

過放電や過充電に対してもある程度の耐性を有していることや環境負荷の少ない材料を使
用しているため安全性が高いことなどがある．また，エネルギー密度はリチウムイオン電
池に次いで高い値を示す．

図 2.4 ニッケル水素電池の構造

しかし，加熱時や深い過放電時に水素ガスを発生するため注意を要することや，メモ
リー効果により継ぎ足し充電をした際に電池容量が減少したように見える現象が起きる．
したがって，充放電する際には電池の温度管理や電池容量の管理を適切に行う制御回路を
必要とする．また，陰極に使用している水素吸蔵合金は数種類あるが，いずれも希少金属
(レアメタル)を用いており，資源の埋蔵量についても懸念される．
リチウムイオン蓄電池では，電極に使用されている材料の組合せは複数あり，それぞれ

に反応は異なるが，代表的な正極と陰極である炭素とコバルト酸リチウムを用いた際の反
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応式を示す．ここで，左辺から右辺への矢印の反応を放電時とし，逆を充電時とする．

正極：LiCoO2 � Li(1−x)CoO2 + xLi+ + xe− (2.9)

負極：C + xLi+ + xe− � LixC (2.10)

全体：C + LiCoO2 � LixC + Li(1−x)CoO2 (2.11)

図 2.5にリチウムイオン電池の構造を示す．リチウムイオン電池の特徴は， 1 動作電圧
が他の二次電池と比較して高いこと， 2 高いエネルギー密度を有し，充放電の過程で酸化
や還元といった化学反応が無いこと， 3 反応生成物がほとんど発生しないためサイクル特
性が良いことである．また，メモリー効果が無いため，継ぎ足し充電による電池容量の減
少が起きず，自己放電による貯蔵された電力量の減少も少ない．

図 2.5 リチウムイオン電池の構造

しかし，高いエネルギー密度を持つために非水溶液系電解液による可燃性材料が電池内
部に存在することや安全領域と危険領域が近いことになる．安全を確保するためには，充
放電の制御回路や過電流保護を必要とする．また，電極に用いられるリチウムやコバルト
などの材料はレアメタルであり，材料の継続的な入手も課題となっている．
これらの二次電池は，それぞれの特性を活かし，使用するシステムの動作環境や特性に

合わせて選択をする必要がある．また，電極の内部まで蓄電に寄与しているため，EDLC

とくらべてより高いエネルギー密度を有する．
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2.3 木炭 EDLCの特性と評価

2.3.1 木炭 EDLCの特徴

以前より開発を行っている木炭を原料とする木炭 EDLCは，市販の木炭を細かく砕き，
粒子状となった木炭にアルカリ賦活処理を施した活性炭を使用し，分極性電極を作製して
いる．
木炭 EDLCの分極性電極に使用する活性炭を製造する工程は，以下の通りである．木

炭を 1 mm 以下の粒子状となるよう粉砕し，水酸化カリウム (KOH) 水溶液を含侵させ
る．その後，木炭の燃焼を防ぐため，窒素 (N2)雰囲気中において一定時間加熱すること
で賦活処理を行う．この時の加熱温度や時間については，木炭 EDLCの静電容量が最大
となる条件を用いて賦活を行うことで活性炭を製造した．
図 2.6に製作した木炭を材料とする活性炭の分極性電極，図 2.7に木炭 EDLCの構造を

示す．分極性電極は，賦活工程を終えた活性炭に電解液を加えて混錬した後，プレス成型
(サイズ：180 mm× 260 mm× 10 mm)することで製作した．電解液には，34 wt%の
KOH水溶液を使用した．作製した分極性電極を使用し，その片面に集電極 (0.3 mm)の
金属板を配置し，セパレータ (ニッポン高度紙製， VL100，厚さ 0.1 mm)により包み込
むことで電極を作製した．

図 2.6 木炭を材料とする活性炭の分極性電極
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図 2.7 木炭 EDLCの構造

図 2.8に木炭 EDLC1セルを示す．木炭 EDLCの 1セルは，作製した電極を対向して
配置し，ガスバリア (アズワン製，厚さ 70 μm)に封入して作製した．端子部は，集電極
の一部をガスバリアから露出させ，露出部を封止することで外部へ取り出した．

図 2.8 木炭 EDLCの集電極と分極性電極

作製した 1セルの木炭 EDLCは，前述のとおり電解液に水溶液を使用しており，水の
電気分解電圧が 1.23 Vであるため，定格電圧を 1.0 Vとした．木炭 EDLCは，キャパシ
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タであり電力の放出と共に端子電圧が低下し，1セルでは電子回路の動作が困難であるた
め，6セルを直列に接続したものを 1ユニットとした．
図 2.9 に木炭 EDLC ユニットを示す．木炭 EDLC の 1 ユニットは，木製の箱 (外寸

法：210 mm× 330 mm× 150 mm)を作製して梱包した．
木炭 EDLC は，屋外での使用に適した構造となっている．なぜなら，電解液に KOH

水溶液を使用しているため，水分浸入しても性能への影響が低くい．また，電解液であ
る KOH水溶液は重金属を含まず，不燃性の液体であるため環境負荷が少なく，安全性が
高い．

図 2.9 木炭 EDLCユニット (定格電圧 6.0 V)
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2.3.2 木炭 EDLCの特性

図 2.10に分極性電極内の模式図，図 2.11に EDLCの等価回路を示す．EDLCは，分
極性電極内に複数のキャパシタと，活性炭の粒子同士の接続による抵抗が存在しており，
キャパシタと抵抗を連続的に接続した回路で表すことができる [9]．
図 2.12に EDLCの充放電時における端子電圧の変化を示す [10]．この EDLCを定電

流により充放電した際，端子間の電圧変化は直線的な変化でなく，充電開始時と放電開始
時において，端子電圧に抵抗での電圧降下成分が表れる．

図 2.10 分極性電極内における蓄電の模式図

図 2.11 EDLCの等価回路
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図 2.12 EDLCの充放電時における端子電圧の変化

EDLCが有する静電容量や蓄電容量の測定には，電圧微分法，電荷法やエネルギー換算
法などの手法が提案されている [11]．
図 2.13に EDLCの電荷法による測定例を示す．電荷法は，充電した EDLCに定電流

負荷を接続し，放電時における端子電圧の変化から静電容量を推定する方法である．十分
に充電した EDLCに定電流負荷を接続し，EDLC両端の電圧が時間的な変化を示し，そ
の傾きと負荷となる電流値 I から静電容量 C を式 (2.12)により算出することができる．
また，蓄電容量の算出は前述の式 (2.2) から算出することができる．木炭 EDLC が有す
る蓄電容量 PC は，次式によって電荷法により測定した静電容量 C と定格電圧 VR から算
出された．

C =
ΔT

ΔV
· I (2.12)
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図 2.13 EDLCの電荷法による測定例

図 2.14に木炭 EDCLの蓄電容量測定時の回路構成を示す．蓄電容量 PC は，直流安定
化電源 (高砂製作所，KX-100L)と電子負荷 (ティアンドシーテクニカル，3710A)を用い
て計測された．1ユニットの木炭 EDLCを充放電することにより，端子電圧の変化は計
測された．端子電圧の測定には，データロガー (GRAPHTEC，GL-820A) を使用した．
充放電時における接続の切り替えは，マイコン (Microchip，PIC12F1822)をタイマー動
作させ，電磁リレー (OMRON，G2R-1)の接点を切り替えることにより行われた．

図 2.14 木炭 EDCLの蓄電容量測定時の回路構成

充放電して実験する際，木炭 EDLCの充電は，直流安定化電源を用いて木炭 EDLCユ
ニットの定格電圧である 6.0 Vまで CVCC制御 (6.0 V，10 A)に設定して 5 h充電した．
放電時は，電子負荷を定電流負荷モード (1.0 A)に設定して 15 h放電させた．
図 2.15に木炭 EDCLの蓄電容量測定結果を示す．木炭 EDLCを前述の手法により放
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電させた際の放電時間が 18,000 sとなる．電圧変化が直線に近い 2点を計測して蓄電容
量 PC の値は求めた．測定の結果，電位差 Vdrop が 3.816 V，負荷電流 IL を 1.00 Aとし
たため，蓄電容量 PC は 23.6 Whであった．

図 2.15 木炭 EDCLの蓄電容量測定結果

EDLCが有する直流内部抵抗 r0 は，電流が流れた際の電圧降下から推定される．一般
的に充電終了点直流内部抵抗測定法と放電開始点直流内部抵抗測定法が用いられるが，本
研究では後者の手法により EDLCの直流内部抵抗 r0 は測定された．
負荷電流を 1.00 Aで放電を開始した直後，端子電圧が 0.425 V低下したので，式 (2.13)

より r0 を 452 mΩと推定した．

r0 =
Vdrop

I
(2.13)
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2.3.3 木炭 EDLC用の制御回路

EDLCを蓄電装置として使用する際，二次電池とは異なる特性を有するため，電力を素
早く蓄電する充電制御回路と，電力を安定的に取り出す出力制御回路が必須となる [12]．
図 2.16 に二次電池と EDLC の充電時における端子電圧変化を示す．EDLC を充電す

る際，EDLCに蓄えられる電力量は式 (2.2)で表され，EDLCが完全に放電している際に
は端子電圧が 0 Vとなる．よって，完全放電した EDLCの初期充電には，充電制御回路
の出力端子から見た負荷となる EDLCは短絡に近い状態となる．一般的に二次電池を充
電する際，過電流により二次電池が損傷することを防ぐことを目的として，充電電流の制
限を設けている．一方，物理現象を利用して蓄電する EDLCは，急速充電を許容する特
性を有するため，急速充電にはより大きな電流で充電することが望ましく，充電初期にお
いて可能な限り大きな充電電流を確保できる充電制御回路の設計が必要となる [13]．
図 2.17に一般的な非絶縁型降圧 DC/DCコンバータの回路図を示す．実際には，エネ

ルギーを供給する電源と蓄電器のシステムのバランスを考慮し，最大充電電流を設定して
制御回路を設計する [14]．

EDLCの充電制御回路は，充電初期において入力電圧と出力電圧の差が大きく，EDLC

に対して十分に電流供給可能なインダクタンス，スイッチングデバイス，スイッチング周
波数を設定する必要がある [12]．また，大きな電流を扱う際，インダクタによりサージ電
圧が発生するため，スイッチングデバイスを保護する付加回路が必要となる．さらに，蓄
電デバイスに対しての電力供給は，出力側から電流が逆流することを阻止する必要があ
る．逆流防止には，ダイオードによる手法があるが，電流が大きい場合にはダイオードで
の損失が大きくなるため，FET等のスイッチングデバイスを用いた制御の方が効率的に
動作する．
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図 2.16 二次電池と EDLCの充電時における端子電圧変化

図 2.17 非絶縁型降圧 DC/DCコンバータ

図 2.18に二次電池と EDLCの放電時における端子電圧変化を示す．蓄電デバイスから
電力を取り出す際，二次電池であれば化学反応により蓄電しているため，端子電圧はある
程度の範囲で安定しているが，EDLCの場合は電力残量に応じての端子電圧は低下する．
電子回路の動作には，安定した電力の供給が必要となるため，EDLCの端子電圧に関わら
ず出力電圧を安定化する制御回路が必要となる．
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図 2.19に一般的な非絶縁型昇圧 DC/DCコンバータの回路図を示す．EDLCに蓄えら
れた電力をより多く取り出すには，EDLC の端子電圧が低い状態でも動作する出力制御
回路の設計が必要となる．この制御回路を設計する際，EDLC は定電力の負荷を接続さ
れた状態となり，端子電圧の低下と共に出力する電流量が増加するため，制御回路に用い
るデバイスが有する定格値を広い範囲を想定して選定することも必要となる．
出力制御回路のインダクタは，入力電圧が低下した際に十分な電流が流れるインダクタ

ンスをスイッチング周波数と入力電圧から設定する必要がある．出力電圧を安定化するコ
ンデンサは，入力電圧と出力電圧の差が大きい場合に出力電圧に重畳した脈動成分 (リッ
プル)が大きくなるため，大きい静電容量を選定する必要がある．しかし，静電容量を必
要以上に大きくすると出力が安定するまでに時間を要する．スイッチング時に逆流を阻止
するダイオードは，出力に接続するコンデンサが大きくなると電源投入時に大きな突入電
流が流れるため，十分な電流容量を確保する必要がある．スイッチングの制御は，スイッ
チングデバイスの破損を防ぐため，電流制限の機能を必要とする．
また，出力制御回路は，動作開始時に出力電圧の安定後に負荷への接続，入力電圧低下

時に動作停止，入力電圧の電圧降下を考慮した動作の制御を必要とする．
このときに，EDLCに蓄電されたエネルギーの利用率は式 (2.14)となるため，できる限

り低い電圧まで昇圧が可能な電源回路を接続する必要がある．EDLC に昇圧型 DC/DC

コンバータを接続することで，EDLCに蓄電した電力の多くを利用することができる．こ
こで，ηp を電力利用率，Vm を EDLCの定格電圧，VL を出力回路入力下限電圧とする．

ηp =
V 2

m − V 2
L

V 2
m

· 100 (2.14)
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図 2.18 二次電池と EDLCの放電時における端子電圧変化

図 2.19 非絶縁型昇圧 DC/DCコンバータ
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2.4 WSNシステムの構成
図 2.20にWSNシステムのルータとセンサノードを兼ねたシステムを想定したブロッ

ク図を示す．ワイヤレスモジュールには，ZigBee 規格に準じた通信モジュール (Digi

International Inc.，XBP24-AUI-001J)を使用した．ZigBee規格では，P2P，スター型，
メッシュ型のネットワークトポロジーを構築できる．ZigBee規格を使用したネットワー
クは，コーディネータ，ルータやエンドデバイスの 3種類のノードが構成できる [15]．
この中でエンドデバイスは低消費電力を実現できるノードであり，小型の一次電池を使

用して数年の動作が可能となっている．しかし，通信距離の上限を超えてネットワークを
構築するには，コーディネータとエンドデバイス間にルータを設置し，中継器を置く必要
がある．このルータは基本的に間欠動作をすることができず，常時動作状態にする必要が
あり，比較的消費電力が多くなる [16, 17]．

図 2.20 WSNシステムのノードとして想定したブロック図

実験では，WSNを対象とした EDLCの電源を想定し，ノードの消費電力や設置場所を
考慮すると，ルータ用の電源があればルータとエンドデバイスの両方に適応できることに
なる．そこで，ZigBee規格で複数のルータとコーディネータ 1台で構成されるメッシュ
型のWSNを構成して実験を行った．
それぞれのルータには，複数のセンサを接続してセンサノードとしても機能するよう

にした．各センサと無線モジュールの接続には，ワンチップマイコン (Microchip Inc.，
PIC18F26K22-I/P) を経由して，温度センサ (Texas Instruments Inc.，LM92CIM)，
気圧センサ (STMicroelectronics Inc.，LPS331AP)，加速度センサおよび地磁気センサ
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(STMicroelectronics Inc.，LSM303DLHC)，GPSモジュール (CanMore Electronics Co.

Ltd.，GT-723F)を接続した．製作したWSNルータの消費電力は，平均で 0.7 W程度
となっている．

WSN ルータの電源システムでは，定格出力電力 10 W の PV モジュール (Autumn

Technology K.K.，AT-MA10A)を用い，発電した電力を 23.6 Whの蓄電容量を有する
EDLCに蓄電する構成とした．
急速充電が可能な EDLCの長所を活かし，最大 5 Aで充電が可能な充電制御回路を開発

して接続した．充電の際には，PVモジュールの発電効率を高めるため，MPPT(Maximum

Power Point Tracking)制御 (最大動作電圧追従方式)を行っている．
EDLCの電力出力には，EDLCの端子電圧が電力の出力とともに低下するために安定

化する制御を必要とする．出力を安定化する制御回路は，昇圧型 DC/DC コンバータを
接続し，EDLCの端子電圧が 6.0 Vから 1.25 Vのときに出力電圧を 6.0 Vに維持できる
よう設定した．製作した電源装置の設定では，EDLCに蓄電した電力の 95%を使用可能
となる．

WSNルータの動作電圧は 3.3 Vであるため，EDLCの出力電圧を安定化させた後，降
圧型 DC/DCコンバータを用いて電圧を調整して電力を供給する構成とした．
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2.5 実験結果と検討
図 2.21 に試作したWSN システムの設置状況と外観を示す．EDLC を電源システム

の実験については，PVモジュールで発電した電力と EDLC充放電した電力をデータロ
ガー GL-100(GRAPHTEC) と 4ch 電圧/温度端子 GS-4VT(GRAPHTEC) を用いて計
測した．PV モジュールの端子電圧および出力電流と，EDLC の端子電圧と電流を計測
し，シャント抵抗 10 mΩをそれぞれに接続して電流計測した．
開発した EDLCを使用した電源システムは，WSNルータや PVモジュールと共に本

校敷地内の屋外に設置され，2017年 5月 16日～2017年 5月 20日の間で電力の入出力を
測定した．

図 2.21 試作したWSNシステムの設置状況と外観

図 2.22 に WSN システム用電源装置の実験結果を示す．これらの結果から，PV モ
ジュールの定格出力電力の 15% の発電があれば，発電した電力の余剰分を EDLC の充
電に充てることができた．また，EDLC に 40% 程度の電力量が残っていると，夜間に
WSNを動作させることが可能であった．EDLCに蓄電されている使用可能な電力量の割
合 ηRP は，次式で算出された．

ηRP =
V 2

EDLC − V 2
L

V 2
m − V 2

L

· 100 (2.15)

晴天時には，日の出から約 4 時間 30 分で充電が完了しており，EDLC の特徴である
急速充電を実現している．また，日射量が少ない日においても EDLCに対する若干の充
電とWSN ルータへ電力供給を実現しており，悪天候の日でも数日の連続動作が可能で
ある．
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悪天候時におけるWSNルータの連続動作日数は，蓄電容量と消費電力の関係がある．
そのため，設置する場所に応じて仕様を変更する必要があるが，PVモジュールの容量変
更や，EDLCを並列に接続して容量を増やすことで対応可能であるため，EDLCを用い
た電源装置はWSNルータの電源として有効であると考えられる．

図 2.22 WSNシステム用電源装置の実験結果
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2.6 結言
WSNを遠隔地に設置することを想定して，PVモジュールと EDLCを用いた電源シス

テムを開発し，屋外において実証実験を行った．これらの結果から，ZigBee規格のWSN

ルータを連続して動作できることがわかった．30 Whの蓄電能力を有する EDLCでは，
夜間で消費する電力量は 40%弱であり，悪天候の際にも数日間の連続動作が可能となる．
この他にも，独自に開発した EDLCは環境負荷が少なく安全性も高いため，遠隔地に

設置することが多いWSNの電源として有用である．
実証実験では，試作した電源により中継器として稼働するWSNシステムに連続して電

源の供給が可能であり，4日間程度は日照時間が少なくても運用できることを実証した．
試作した電源システムは，環境負荷と劣化が少ない特徴を有する蓄電器を用いており，水
田等の農作物を扱う場所では安全性を必要とするため，提案するシステムが有用であると
考えられる．
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第 3章

木炭 EDLCを用いた
独立電源システム

3.1 序言
LEDの発明により，照明機器の大幅な省電力化が実現されている [1, 2]．LEDを利用

した屋外照明を PV モジュールのみの電力で動作させるためには，蓄電池などのエネル
ギーを蓄える機器を併用しなければならない．一般的に独立型の照明機器は，蓄電デバ
イスはとして鉛蓄電池やリチウムイオン二次電池などを利用した機器が製品化されてい
る [3,4]．また，照明が LEDの利用により大幅に省電力化されたことで，エネルギー密度
が低い EDLCなどの蓄電器も利用できると考えられる．

EDLCは，第 2章で述べたように電解液イオンの電極表面への物理的吸脱着現象を利
用し，充放電を行う．このため化学反応を利用する二次電池と比較するとエネルギー密度
は小さいが，低温動作，高効率，充放電による劣化が小さいことや急速充放電が可能など
のいくつかの特長がある [5]．
著者らは，これまでより安価で安全な EDLC 蓄電装置を実現する方法について研究

を進めてきた [6]．アルカリ賦活により活性炭を作製し，賦活材と同じ水溶液系電解液を
利用する方法で EDLC を作製した．蓄電時のエネルギー密度は，約 2 Wh/L と市販の
EDLCよりも小さいが，木炭，紙，水酸化カリウム (KOH)などの安価な材料により，安
全で劣化が殆どない木炭 EDLCが実現できることを見出した [7]．
木炭 EDLCの耐水性，急速充放電，高効率や低温動作などの特長を生かし，屋外照明

を太陽光発電のみで利用するための電源装置を木炭 EDLCおよびその制御回路を含めて
試作し，屋外に設置することでその動作を確認した．また，設置後，2年 4ヶ月が経過し
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た屋外照明について，劣化状態なども確認した．本章では，これらの木炭 EDLCを利用
した屋外照明用電源装置の試作と実証実験の結果を記述する．
次に，オフグリッドでの利用が期待される小電力の機器として，センサネットワークや

Wi-Fiなどの通信機器がある [8]．PVモジュール等により発電した電力をこれら機器に
対して給電するには，天候に左右されるため不安定なる．このため発電装置と共に蓄電装
置を併用しなければ，これら機器を 24時間利用するのは難しい．

Wi-Fiを対象とした電源装置として，435 Wの PVモジュール，200 Wh級 EDLCお
よびその制御回路を組み合わせた電源装置を試作し，消費電力 8.4 W のWi-Fi機器を負
荷として，24時間連続稼働させた実験結果を報告する．また，EDLCに蓄電される電力
量は，定格電圧 VC の二乗に比例するため，定格電圧を高く設定した方が効率的に電力を
使用することができる．そこで，木炭 EDLCを直列に接続する数を変え，定格電圧を 6

Vと 12 Vの仕様に設定した蓄電器の違いについても実験を行った．
さらに，太陽光や風力などの再生可能エネルギーにより発電された電力を電気機器で利

用するには，その不安定さを軽減するために蓄電池もしくは蓄電器を併用するのが有効で
ある．一般家庭では，4 kWh以上の蓄電装置と PVモジュールを組合せることで，昼間
は太陽光で発電した電気を使用し，夜間は蓄電した電気を使用することができる．この家
庭用蓄電装置には，鉛蓄電池やリチウムイオン二次電池を用いたシステムの運用がなされ
ている [9, 10]．
前述のとおり，EDLC は二次電池穂比較して様々な特長がある．しかし，現状では，

EDLCのエネルギー密度が二次電池と比較して低く，数 kWhの大容量の EDLCは費用
対効果が極めて低く，家庭用蓄装置の蓄電デバイスとして利用されていない．
再生可能エネルギーの利用を目的として，1 kWhの木炭 EDLCと充放電用の制御回路

を試作し，800 Wの PVモジュールを利用して，蓄電装置を構成した．その蓄電装置に，
室内用照明灯 (50 W)の連続点灯や液晶ＴＶ (30 W)を負荷接続した場合の動作実験を行
なった．木炭 EDLCを利用した家庭用蓄電装置の可能性について検討を行い，1 kWh級
の蓄電装置の試作結果について報告する．
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3.2 屋外照明灯用電源システム

3.2.1 木炭 EDLCを用いた屋外照明灯の設計・製作

屋外照明灯は，LED照明 (アイエール電器，BH-DC12V-27LW，6 W)，PVモジュー
ル (YMT ENERGY，MSP60W12V，60 W，600 mm × 600 mm)，4ユニットの木炭
EDLC(6.0 V，60～80 Wh)と独自の制御回路で構成された．
木炭 EDLCが有する性能として，蓄電容量 PC の測定を行った．蓄電容量 PC の計測

は，直流安定化電源 (高砂製作所，KX-100L) と電子負荷 (ティアンドシーテクニカル，
3710A)を用い，4ユニット並列接続した木炭 EDLCを充放電し，第 2章で記述した手法
により負荷を定電力負荷にして行った.

充放電して実験する際，木炭 EDLCの充電は，直流安定化電源を用いて木炭 EDLCユ
ニットの定格電圧である 6.0 Vまで定電圧定電流 (CVCC：Constant Voltage Constant

Current)制御 (6.0 V，10 A)に設定して 5h充電した．放電時は，電子負荷を定電力負荷
モード (6 W)に設定して 15 h放電させた．また，放電時間については，屋外照明での木
炭 EDLCの利用を考慮し，定格電圧から端子電圧が 2.0 Vまで低下する時間とした．
図 3.1に木炭 EDLC(4ユニット)の定電力負荷による蓄電容量の測定結果を示す．これ

らの結果から，放電時間は 11時間 11分であり，負荷電力 PL を 6 Wとしたため，蓄電
容量 PC は 67.1 Whであることがわかった．

図 3.1 木炭 EDLC(4ユニット)の定電力負荷による蓄電容量の測定結果
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図 3.2 に試作した屋外照明の外観を示す．照明を点灯させる時間は，PV モジュール
の端子電圧を利用して制御された．PV モジュールの出力電圧が 4.8 V を下回った場合
に LED 照明が点灯し，点灯後 10 時間または EDLC の電圧が 2.0 V 以下になった場合
に LED を消灯するよう設定した．屋外照明灯は地上から 2.4 m の位置にある．PV モ
ジュールは，地面より 30 °傾けて設置できるように架台を設けた．

図 3.2 試作した屋外照明灯
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3.2.2 木炭 EDLCの充電および出力制御回路の設計・製作

EDLCを蓄電装置して利用する場合には，EDLCの長所である急速充電に対応した充
電制御回路を必要とする．また，EDLC の端子電圧は，残存する電力量に応じて低下す
るため，充電制御回路からみると EDLC負荷は短絡状態と同等となるため，特に完全放
電時から充電する際には電流容量を確保した回路設計をする必要がある．さらに，EDLC

の端子電圧が定格電圧を超えた場合には，キャパシタ内部で電解液の電気分解を生ずるた
め，定格電圧を超えないよう設計する必要がある．
図 3.3 に木炭 EDLC 充電制御の回路構成，図 3.4 に試作した木炭 EDLC 充電回路を

示す．充電制御回路には，マイクロコントローラ (Microchip Inc.，PIC16F1823)を用い
て降圧型 DC/DCコンバータを構成し，充電電流と木炭 EDLCの端子電圧をモニタする
ことにより CVCC制御を行った．さらに，充電制御回路の入力電圧をモニタし，PVモ
ジュールの最大動作点電圧を追従する制御を行った．充電時の最大電流は 20 Aとし，入
力電力が 80 Wまで対応できる設計とした．。

図 3.3 木炭 EDLC充電制御の回路構成
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図 3.4 試作した木炭 EDLC充電回路

図 3.5に充電制御回路の効率を測定する回路の構成を示す．PVモジュールを模擬した
電源として直流安定化電源 (高砂製作所製，KX-100L) を制限電流 4.44 A に設定して接
続し，蓄電器として 4ユニットの木炭 EDLCを 2直列 2並列に接続して，合わせて約 55

Whの電力容量を有する木炭 EDLCを接続することにより充電制御回路の変換効率は求
められた．この時，充電制御回路への入力電力は，充電制御回路が入力電圧を 18 Vに維
持するよう制御するため，上限の入力電力 80 Wとなる．
充電回路の入出力電力は，充電制御回路の入出力の電圧と電流を測定し，計算により求

められた．電流と電圧は，データロガー (GRAPHTEC，GL200A)を使用して，入出力
それぞれに接続したシャント抵抗 (Arcol，MSR-5R01F，10 mΩ)の両端の電圧と端子電
圧を 1 s間隔で測定した．
図 3.6 に充電制御回路の効率測定結果を示す．これらの結果から，充電制御回路は

82%から 94%の範囲で EDLCへの充電が可能であり，PVモジュールで発電した電力を
効率的に EDLCへ充電できることがわかった．

46



図 3.5 充電制御回路の電力変換効率を測定する回路の構成

図 3.6 充電制御回路の変換効率測定結果

EDLCでは，蓄電された電力量に応じて端子電圧が低下する．このため，EDLCに接続
する機器を安定して動作させるためには，出力電圧を安定化する制御回路が必要となる．
図 3.7に木炭 EDLCの出力制御回路構成を示す．木炭 EDLCの出力制御回路には，昇

圧型 DC/DCコンバータを採用した．製作した出力制御回路は，木炭 EDLCの端子電圧
が 12 Vから 1.8 Vにおいて，最大 12 Wの負荷に対して 12 V± 5%の出力電圧を供給
できる設計とした．
図 3.8に試作した出力制御回路を示す．出力制御回路は，負荷への電力供給が不要な場
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合に昇圧回路と負荷との接続を切り離す必要があるため，出力にMOSFETによりスイッ
チする回路を付加した．この他に，昇圧回路には，LED照明に電力を供給しない時にス
タンバイ状態にできる外部端子を設けた．

図 3.7 木炭 EDLCの出力制御回路構成

図 3.8 木炭 EDLCの出力制御回路

出力制御回路の特性では，入力電圧を変化させた際の出力電圧の変化と電力変換効率は
測定された．入力電圧，出力電圧と出力電流の測定には，デジタルマルチメータ (Texio，
DL-2051)を使用した．入力電流は，シャント抵抗 5 mΩ(Riedon，RSA-20-100)を接続
し，デジタルテスター (SANWA，PC5000)により抵抗間の電圧を測定して求められた．
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測定する際の入出力には，入力の電源として直流安定化電源 (高砂製作所製，KX-100L)，
出力に接続する負荷として固定抵抗 12 Ω(Vishay，RH02512R00FE02)を使用した．
図 3.9に出力制御回路の出力特性と変換効率の測定結果を示す．出力制御回路は，入力

電圧が 1.8 Vの時に出力電圧が 11.85 Vであった．したがって，設定した仕様を満足する
出力が得られた．また，その際の電力変換効率は 85%以上であり，効率的な電力の変換
も可能であった．

図 3.9 出力制御回路の出力特性と変換効率
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3.2.3 実験結果と検討

実証実験は，2015年 9月 8日から松江工業高等専門学校内 (島根県松江市西生馬町)の
敷地に開発した屋外照明を設置して行われた．照明灯の動作は，PVモジュールの出力電
圧と木炭 EDLCの端子電圧，LED照明灯への供給電圧をデータロガー (GRAPHTEC，
GL100+GS-4VT)により 10 s間隔で測定することで動作の確認をした．

図 3.10 屋外照明灯設置直後の動作状態

2015年 10月 4日に測定した結果を図 3.10に示す．設置した屋外照明は，日射量の少
ない日の出から 3時間 30分程度で満充電に達し，日没後に照明を 10時間点灯することを
確認した．木炭 EDLCの端子電圧は，10時間の照明点灯終了後に 3.3 Vであったため，
電力容量に若干の余裕があることになる．
実証実験前に木炭 EDLCの蓄電容量を計測した際，4ユニットの木炭 EDLCが有する

蓄電容量は 67.1 Whであり，6 Wの LED照明灯を 9時間程度の点灯にとどまるはずで
ある．しかし，実際には定格 6 Wの LED照明灯の消費電力を計測すると 3.7 W程度で
あった．これより，制御回路や木炭 EDLCが持つ内部抵抗で生じる損失等があるにもか
かわらず，LED照明灯は 10時間以上の点灯が可能であることがわかった．
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3.2.4 2年 4ヵ月経過後の動作状況

2015年に屋外照明を設置してから 2年 4ヵ月間，毎日充放電を繰り返して使用した際
の屋外照明の動作を確認するため，以前と同様に各部の電圧をデータロガーにより計測し
て動作の確認を行った．計測は，2018年 1月 15日 (曇時々晴)に行った．
図 3.11に 2年 4ヵ月経過後の動作状況を示す．長期の動作し続けた屋外照明は，日照

の影響により充電に時間を要しているものの，夜間に 7時間の照明点灯を確認できた．設
置時よりも点灯時間が短い原因としては，EDLCと制御回路間の配線に腐食が見られ，電
解液の減少による静電容量低下と直列抵抗の増加が主な原因として考えられる．実証実験
結果では，EDLC 端子電圧が照明点灯直後において，電圧降下と照明点灯時の電圧降下
量が増加することがわかった．

図 3.11 2年 4ヵ月経過後の動作状況
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3.3 オフグリッドWi-Fi連続稼働電源システム

3.3.1 木炭 EDLCの直列接続

木炭 EDLCを蓄電装置として用いるためには，放電と共に低下する木炭 EDLCの端子
電圧を一定に維持する出力制御回路の付加が必須となる．木炭 EDLCに蓄電されている
電力を利用できる割合ηp は，木炭 EDLCの定格電圧 VC と出力制御回路の最低動作電
圧 VL で決まり，式 (2.14) で算出される．ただし，Vm は木炭 EDLC の定格電圧 VC と
する．
出力制御回路の最低動作電圧を一定とした場合，木炭 EDLCの定格電圧が高い方がよ

り多くの電力を利用できるため，蓄電装置の利用率 ηp が高くなる．以前に開発した出
力制御回路では，最低動作電圧が 1.8 V であるため，木炭 EDLC の定格電圧を 6 V に
設定した場合，蓄電された電力の利用率ηp が 91.0%となる．一方，木炭 EDLCの定格
電圧を 12Vに設定した場合の利用率ηp は 97.8%なるため効率的な電力の利用が可能と
なる．
また，木炭 EDLCの蓄電電力WP は定格電圧 VC と静電容量 C から式 (2.2)により計

算できる．同一の蓄電容量を有する木炭 EDLCであれば，定格電圧 VC が高い方が少な
い静電容量となる．木炭 EDLCの電圧は，次式より静電容量が少ない方が同じ充電電流
IC であっても早く上昇が可能であるため，充電回路への負担軽減ができる．

Vc =
Q

C
=

1
C

· Ic · t (3.1)

ただし，木炭 EDLCを直列に接続する際，それぞれの木炭 EDLCが有する静電容量が異
なると，分担電圧に差が生じるため，電解液の電気分解電圧を超える恐れがある．この研
究において製作した定格電圧が 12 Vの木炭 EDLCは，構成する 12セルの静電容量を合
わせ，分担電圧が同一になるよう製造した．製造した木炭 EDLCでは，各セルに加わる
電圧を確認するため，直流安定化電源と固定抵抗により充放電し，その際の各セルの端子
電圧をデータロガーにより測定した．
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図 3.12 木炭 EDLCの各セルに加わる電圧の最大値，最小値と平均値

図 3.12に木炭 EDLCの各セルに加わる電圧の最大値，最小値と平均値を示す．蓄電装
置となる木炭 EDLCは，200 Whの電力容量を満たすため，2つの静電容量が同等な木炭
EDLCのユニットを直列に接続して，定格電圧を 12 Vとした木炭 EDLCを 1セットと
し，10セットを並列に接続し，合計 20ユニットで必要な電力容量を有する蓄電器を製作
した．
製作した木炭 EDLC の蓄電容量は，直流安定化電源 (Texio，PSF-400L) と電子負荷

(計測技術研究所，LN-300A-G7)を用いて，一定時間の充電と放電を行うことで計測しさ
れた．充放電の切り替えには，電磁リレー (OMRON，形 G9EC-1 DC12)を用いた．電
力容量の測定では，電子負荷を 10 W，15 W，20 Wの定電力負荷に設定し，EDLCの
端子電圧と出力電流をデータロガーにより 1 s間隔で測定した値を積算することで測定さ
れた．出力電流は，シャント抵抗 (ムラタエレクトロニクス，3020-01108-0，1 mΩ)の電
圧を測定して換算された．
図 3.13 に蓄電容量と直列内部抵抗の測定結果を示す．これらの結果，製作した木炭

EDLCの蓄電器は，Wi-Fiシステムの消費電力を想定して 20 Wの負荷を接続した場合，
蓄電容量が約 155 Whであることがわかった．また，内部抵抗は 0.17 Ωであり，やや高
めではあるが 20 W程度の負荷であれば電力供給可能であると考えられる．
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図 3.13 蓄電容量と直列内部抵抗の測定結果
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3.3.2 200Whクラス充電および放電制御回路の設計・製作

第 3 章第 2 節で報告した制御回路は，PVモジュールと木炭 EDLCによる LED照明
灯を対象とした．80 Wまでの PVモジュールを用いて，最大 20 Aの充電電流を流して
木炭 EDLCを充電可能な充電制御回路 (80 Wクラス EDLC充電制御回路)を製作した．
200 Wクラス EDLC充電制御回路では，充電時の温度上昇を抑えることと，電力変換効
率の向上を目的として回路構成は改善された．

図 3.14 接続するコイル数による充電制御回路の電力変換効率
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図 3.15 接続するコイル数による温度変化

図 3.14に接続するコイル数による電力変換効率，図 3.15に接続するコイル数による温
度変化を示す．測定の結果，充電時において電力変換効率は平均で 1.4%改善され，コイ
ルの温度は改善前最大で 72.4℃であったが，改善後 42.9℃まで低下した．よって，コイ
ルを並列に接続し，1つのコイルに流れる電流を下げることにより，電力変換効率の改善
と電流容量の向上を確認した．
図 3.16 に Wi-Fi 用電源システムの木炭 EDLC 充電制御回路構成を示す．この実験

データをもとに，Wi-Fi用電源システムのために開発した充電制御回路では，200 Whの
蓄電容量を有する木炭 EDLCに対応させるため，最大 40 Aの電流で充電が可能な充電
制御回路を製作した．これまで充電制御回路の性能を向上する手法として，主要なデバイ
スは複数を並列に接続することで安価に性能を向上することができた．

図 3.16 Wi-Fi用電源システムの木炭 EDLC充電制御回路の構成

56



Wi-Fi システムを構成する Wi-Fi アクセスポイントと WiMAX ルータへの電力は，
LED照明に使用した出力制御回路を通して供給された．出力制御回路が動作する入力電
圧は，木炭 EDLCの定格電圧である 12 Vから 3.0 Vの範囲に設定された．
木炭 EDLCに出力制御回路を接続して電力を供給する時，蓄電器となる木炭 EDLCの

内部抵抗 (配線等の抵抗も含む)により供給電圧が低下する．したがって，電圧降下を考
慮して制御回路の動作点を決定する必要がある．特に木炭 EDLCの端子電圧が 3.0 Vに
近づくと，出力制御回路が一定の電圧を供給するよう制御するため，木炭 EDLCの出力
電流や電圧降下も大きくなる．出力制御回路の入力電圧が動作範囲を下回り停止した際に
は，電圧降下が無くなり木炭 EDLCの端子電圧が再び増加する．
また，起動時の電流により電圧降下を生じ，動作範囲を下回る可能性がある．よって，

出力制御回路の動作電圧を始動電圧と停止電圧の差を少なく設定した時，出力が不安定に
なりWi-Fiシステムに障害を与える可能性がある．このことから，出力制御回路の始動
電圧は電圧降下を考慮して 3.0 Vに設定し，1.0 Vの余裕を持たせた．
図 3.17にWi-Fi用の電源システムの電力制御回路，図 3.18にWi-Fi用電源システム

の構成を示す．木炭 EDLCによるWi-Fi用の電源システムは，木炭 EDLCを 20ユニッ
ト (約 200 Wh)，PV モジュール (ネクストエナジー・アンド・リソース，HA-145-12，
145 W)3枚と製作した充放電制御回路からなる．3枚の PVモジュールは，MOSFETで
構成した理想ダイオード回路を介して並列に接続し，DC/DCコンバータへ入力した．
駆動するWi-Fi機器の構成は，Wi-FiアクセスポイントとWiMAXルータで構成され

ており，それぞれの定格消費電力は 12.0 Wと 6.0 Wであり，定格電圧は 12 Vである．
これらの機器に対して木炭 EDLCから電力を供給するため，出力制御回路をそれぞれの
機器に対して 1回路ずつ接続し，安定して電力を供給できる構成とした．
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図 3.17 Wi-Fi用の電源システムの電力制御回路

図 3.18 Wi-Fi用電源システムの構成
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3.3.3 実験結果と検討

オフグリッド環境における電力供給能力を確認するため，Wi-Fi機器用に開発した PV

モジュール (145 W × 3 枚) と木炭 ELDC(20 ユニット) を組み合せた電源システムは，
松江工業高等専門学校内 (島根県松江市西生馬町)に設置され予備実験が行われた．木炭
EDLCは，20ユニットをすべて並列に接続した定格電圧 6 Vと，2直列 5並列に接続し
た定格電圧 12 Vの 2種類を用意し，同じ場所に設置して同時に実験を行った．制御回路
の出力に接続した負荷は，Wi-Fiシステムの定格消費電力を想定した固定抵抗 12 mΩ(12

W) と 24 mΩ(6 W) を接続し，合計で 18 W の消費電力となる負荷を選択した．PV モ
ジュールの設置については，3枚のすべてを一般的な南向きで傾斜角度を 30 °とした．
実証実験では，PVモジュールの出力電圧，木炭 EDLCの端子電圧とWi-Fiシステム

を仮定した抵抗への供給電圧をそれぞれデータロガー (GRAPHTEC，GL100+GS-4VT)

を用いて，30 s間隔での測定により動作確認した．

図 3.19 Wi-Fi用電源システムの動作実験結果 (定格電圧 6 V)
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図 3.20 Wi-Fi用電源システムの動作実験結果 (定格電圧 12 V)

2015年 3月 25日～26日の測定結果を図 3.19と図 3.20に示す．これら動作実験の結
果から，PVモジュールからの電力供給が停止した後において，木炭 EDLCに蓄えられ
た電力による負荷への電力供給できることがわかった．また，木炭 EDLCの定格電圧を
12 Vに設定した電源システムは，6 Vに設定した電源システムより長時間動作したこと
がわかった．この実験では，夜間に電力供給が停止しているが，実際に設置するWi-Fiシ
ステムの平均消費電力が 8.4 Wと想定の 1/2以下であったため，蓄電容量を変更せずに
設置することとした．
木炭 EDLCを用いた電源システムによる 6 Vと 12 VのWi-Fiシステムは，島根県松

江市にある宍道湖周辺に設置された (2015年 3月 28日)．
図 3.21にWi-Fi用電源システムの設置状況を示す．PVモジュールの設置については，

交通量の多い国道の近くが設置場所であったため，太陽光が車を運転する運転手に向け
て反射しないよう PVモジュール 3枚のうち 2枚は水平に設置した．残り 1枚の PVモ
ジュールは，設置した場所が夕日の有名な観光地であり，夕方にWi-Fiシステムが稼働し
ていることが重要である．故に，PVモジュールは日没の方角 (国道とは反対の方向)に向
けて 78 °の傾斜で取り付けられた．よって，PVモジュールの出力は，定格出力の合計
が 435 Wであるが，実際には少ない出力となっている．製作した電源システムの動作は，
予備実験と同様にそれぞれの端子電圧をデータロガーにより測定することによって確認さ
れた．
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図 3.21 Wi-Fi用電源システムの設置状況

図 3.22と図 3.23に設置後の動作状況を示す．これらの結果から，木炭 EDLCの定格
電圧が 6 Vと 12 Vのどちらも連続して 24時間の電力供給がWi-Fiシステムに対して可
能であることがわかった．木炭 EDLCの特性は，定格電圧が 6 V の電源システムでは，
明け方に EDLCの端子電圧が 2.9 V(12.3%)まで低下した．一方，定格電圧が 12 Vの電
源システムは，明け方における EDLC の端子電圧は 8.7 V(49.8%) と蓄電容量に余裕が
あった．これらの結果から，高い定格電圧の木炭 EDLCは，蓄電電力を有効に使えるこ
とがわかった．さらに，4年 8ヵ月経過した時点 (2019年 11月 26日)でも本Wi-Fiシス
テムは正常に動作している．
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図 3.22 Wi-Fi用電源システムの動作結果 (定格電圧 6 V)

図 3.23 Wi-Fi用電源システムの動作結果 (定格電圧 12 V)
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3.4 1 kWh級蓄電装置

3.4.1 大容量木炭 EDLCの特性

家庭用の電気機器を動作させるために 82 ユニットの木炭 EDLC を直並列接続 (2 直
列－ 41並列)し，1 kWhの蓄電容量を有する蓄電器を製作した．この蓄電器は，直流安
定化電源 (Texio，PSF-400L)と電子負荷 (計測技術研究所，LN-300A-G7)を用いて充放
電した際に，木炭 EDLCの端子電圧を計測することで蓄電容量を確認した．
図 3.24 に 1 kWh 級蓄電装置の蓄電容量を測定した際の回路構成を示す．蓄電容量の

計測は，充電用 SWを ONにして直流安定化電源により木炭 EDLCを十分に定格電圧ま
で充電した後，充電用 SWを OFFにした直後，放電用 SWを ONにすることで定電流
負荷モードに設定した電子負荷に接続し，平均 27.5 Aの負荷電流で放電させた．その際
に負荷に流れた電流値と端子電圧から放電した電力量を算出した．また，放電から 30 s

後の EDLC端子電圧変化から内部抵抗を計算した．

図 3.24 1 kWh級蓄電装置の蓄電容量測定回路構成

電流の測定には，クランプメータ (三和電気計器，CL-22AD)を用いた．計測には，デー
タロガー (GRAPHTEC，GL200A)を使用して，木炭 EDLCの端子電圧と電流を同時に
記録した．
測定した木炭 EDLCの端子電圧，放電電流と積算放電電力を図 3.25に示す．放電開始

直後の蓄電装置端子電圧変化を図 3.26に示す．これらの結果から，製作した EDLC蓄電
器は，1 kWh程度の蓄電能力を有し，内部抵抗は 24 mΩであることがわかった．

63



図 3.25 木炭 EDLCの端子電圧，放電電流と積算放電電力

図 3.26 放電開始直後の蓄電装置端子電圧変化
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3.4.2 大容量木炭 EDLCの充電および放電制御回路の設計・製作

EDLCを充電する際には，急速で電力の入出力ができる EDLCの特徴を活かすために
大きな電流を扱うことのできる充電制御回路が必要となる．これまでに 200 Wh 程度の
電力容量を有する木炭 EDLCを PVモジュールにより充電可能な制御回路を開発し，回
路を構成するデバイスを並列に接続することで 1つのデバイスに流れる電流を下げ，充電
電流を確保する手法を用いた．
大型の EDLCを充電する場合には，入力電力も大きくなることから入力電流を下げる

ため，高い電圧に対応できる制御回路が必要となる．この実験では，24 V系のシステム
に用いられる PVモジュールを入力電源とする充電制御回路を設計・製作した．
充電制御回路は，非絶縁降圧型 DC/DC コンバータを基本にして構成され，マイコン

(Microchip，PIC18F25K22)を用いて制御された．EDLCの端子電圧は，蓄電された電
力が少ない場合に低い電圧となる．低い端子電圧で EDLCに充電する際は，充電回路か
ら見た負荷は短絡に等しい状態となる．このため，LPFを構成するコイル，コンデンサ
とスイッチングデバイスに大きな突入電流が流れる．この突入電流を低く抑えるには，コ
イルのインダクタンスを高くする必要があるが，十分な充電電流を得るためにはインダク
タンスの値をある程度低くする必要がある．この問題を解決するため，回路構成を 3系統
の降圧型 DC/DC コンバータを並列に接続し，市販されているコイルで扱える電流の範
囲とした．また，並列に接続した DC/DCコンバータを同時に動作させる場合には，入力
電圧を安定させるコンデンサに大きな電流が流れ，コンデンサのリップル電流が大きくな
るため，それぞれのスイッチングデバイスが動作するタイミングを変えることで損失を抑
える動作とした．
図 3.27 に 1 kWh 級蓄電装置の充電回路の構成を示す．電力の入力部は，4 枚までの

PV モジュールを並列接続の入力を想定し，別の PV モジュールから電流の逆流防止と
損失を低減させるため，MOSFETによる理想ダイオードを構成した．また，充電の際に
は，PVモジュールの公称最大動作電圧を追従する制御とし，充電電流の最大値は 40 A，
充電終止電圧は 12 Vに設定された．
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図 3.27 1kWh級蓄電装置の充電回路の構成

図 3.28 充電制御回路の充電電流に対する電力変換効率

直流安定化電源を用いて電力を供給し，充電の対象として 20ユニットの木炭 EDLC(2

直列－ 10並列) を使用し，制御回路の入力電力と出力電力をそれぞれの電圧と電流を測
定することで，充電電流に対する電力変換効率を評価した．電流の測定には，シャント抵
抗を使用し，入力側に 5 mΩ(Riedon，RSA-20-100)，出力側に 1 mΩ(ムラタエレクトロ
ニクス，3020-01108-0)の抵抗をそれぞれ挿入した．電力効率は，データロガーを使用し
て 0.5 s間隔で記録し，充電電流が制限値である 40 Aから 10 Aに低下するまで計測さ
れた．計測時における電源は，電流制限を 10 A，電圧を 38 Vに設定して供給しされた．
充電制御回路の充電電流に対する電力変換効率を図 3.28 に示す．これらの結果より，
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充電制御回路の電力変換効率は 88.4%から 96.9%の範囲にあり，効率良く木炭 EDLCの
充電ができることがわかった．木炭 EDLCを更に急速充電するには，より大きな電流を
流すことが必要であるため，充電電流を 80 Aまで対応可能な制御回路の開発を予定して
いる．
木炭 EDLC に蓄電した電力を安定して機器に供給するため，100 W までの負荷に対

応した出力制御回路を設計・製作した．充電制御回路と同様に，出力制御回路おいても
EDLC の端子電圧が低下すると，出力電力を一定に制御して入力電流を大きく流す必要
がある．
出力制御回路は非絶縁型の DC/DC コンバータを基本とし，デバイスに流れる電流を

分散させるため，2系統の昇圧型 DC/DCコンバータを並列接続の構成とした．充電回路
と同様に，昇圧回路の駆動は入力部のコンデンサにかかる負担の軽減を目的として，ス
イッチングデバイスが駆動する位相をずらして動作させた．
非絶縁型昇圧回路には，回路の特性としてスイッチングデバイスを駆動しない待機状態

において，出力側に入力の電圧が出力されるため，出力側にMOSFETを用いてスイッチ
を設けた．スイッチに使用したMOSFETは，導通状態において ON抵抗が低い Nチャ
ネル型のデバイスを使用し，ゲート駆動用の電源回路を別に用意した．
図 3.29に 1 kWh級の出力制御回路の構成を示す．出力制御回路の動作は，EDLCの

端子電圧をモニタして入力電圧が低下した際に過大な電流が流れるのを防止するため，
EDLCの端子電圧が 12 Vから 5 Vの範囲で昇圧動作するよう制御を行った．また，過
負荷となった際にも回路を保護するため，出力電圧が低下した際に出力側に設けたスイッ
チを OFFにする設定とした．この他に，定格電力が 100 Wまでの屋外照明にも対応で
きるよう，制御プログラムの変更により PVモジュールの出力電圧に応じで出力状態を制
御できる構成とした．
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図 3.29 1 kWh級の出力制御回路の構成

図 3.30 出力制御回路の接続する負荷による電力変換効率

直流安定化電源で電力を供給し，出力に電子負荷を接続して電力の変換効率を測定する
ことにより出力制御回路は評価された．出力制御回路の入出力する電力は，第 3章第 1節
の測定時と同様に端子電圧とシャント抵抗の電圧降下を測定することで算出された．接続
する負荷の違いによる変化効率の変化を評価するため，電子負荷を低電力負荷モードで動
作させ，接続する負荷が 100 W，75 W，50 Wの場合において，入力電圧の変化による電
力変換効率 ηpc の変化を測定した．電力変換効率 ηpc は，EDLCからの入力電力 PEDLC
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と負荷に供給した電力 PL から次式により算出された．

ηpc =
PL

PEDLC
· 100 (3.2)

図 3.30にこれら出力制御回路の接続する負荷による電力変換効率の結果を示す．これ
らの結果から，電力変換効率 ηpc は，いずれの負荷でも概ね 85%以上であることがわかっ
た．特に，入力電圧が 6 V以上では，90%以上の電力変換効率を達成しており，EDLC

に蓄電された電力を効率的に利用できると考えられる．
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3.4.3 実験結果と検討

図 3.31と図 3.32にそれぞれ PVモジュールの設置と実験状況を示す，図 3.33に製作し
た電力制御回路を示す．開発した大型の木炭 EDLC蓄電装置は，PVモジュール (オータ
ムテクノロジー，AT-MA200C)4枚と LED照明 (アイエール電器，SLD6DDC，48 W)

からなり，その装置の動作実験を行った．PVモジュールは，一般的に発電効率が良いと
される南向きの傾斜角度 30 °で松江工業高等専門学校内に (島根県松江市西生馬町)設置
された．さらに，動作実験では，LED照明と同時に情報端末として 22型の液晶テレビを
同時に接続し，製作した電源回路からの電源供給でテレビ放送の受信が可能であるかを実
験した．
実証実験は，データロガーを用いて制御回路の入力電圧，EDLC電圧や出力制御回路の

出力電圧を計測しながら負荷となる機器を動作させて行われた．

図 3.31 PVモジュールの設置状況
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図 3.32 1 kWh級電源システムの実験状況

図 3.33 製作した電力制御回路
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図 3.34 1kWh級電源システムの動作実験結果

図 3.34に 1 kWh級電源システムの動作実験結果 (2017年 10月 10日～12日)を示す．
これらの実証実験の結果から，LED照明に連続した電力供給が可能であることがわかっ
た．実証実験に使用した負荷は定格消費電力が 48 Wであり，木炭 EDLCの端子電圧が
低下すると，出力制御回路が発熱し回路が破損する可能性が大きくなるため，木炭 EDLC

の放電終止電圧を 5.0 Vに設定した．木炭 EDLCの使用範囲を 12 Vから 5 Vとした場
合，1 kWhの蓄電量のうち 82.6%が利用できる電力となる．動作実験では，PVモジュー
ルの発電が停止してから再度充電を開始するまでに，蓄電器の端子電圧が 7 Vまで低下し
ていることがわかった．よって，木炭 EDLCに蓄えられている電力のうち利用できる電
力量の 79.8%の電力を夜間に消費すると考えられる．
また，充電時間については，明け方の日照が少ない時間帯から充電を開始し，夜間に消

費した電力を 4時間程度で満充電にできることがわかった．
さらに，情報端末である液晶テレビは，LED照明灯と同時に使用した場合であっても，

電源システムからの電源供給が可能であり，テレビ放送の受信を確認することができた．
これらの実験結果から，製作した蓄電装置は室内の照明を対象とした蓄電容量としては

充分であることがわかった．また，実際の生活環境では，照明を利用する時間帯は夜間の
一定時間に限定されるため，他の機器に対しても電力を供給することも可能であると考え
られる．
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3.5 木炭 EDLCの信頼性向上

3.5.1 EDLCの劣化要因

第 3章第 2節で記述された屋外照明の実験に関する，EDLCの劣化要因について調査
した [11]．同様の劣化現象が発生した EDLCを解体して調査および劣化現象の再現の実
験を行った．これらの結果から， 1 EDLCセルの破損， 2 電解液の漏れや 3 陰極の集電
極の黒錆もしくは赤錆の存在が観察された．これらは，EDLC セルに過電圧が印加され
た時に生じる現象である．

EDLCセルへの充電電圧 (印加電圧)を 0.9 Vから 0.1 Vずつ上昇させて，電圧印加後
10分から 40分経過時の充電電流を測定した．これらの結果を図 3.35に示す．印加電圧
が 1.1 Vを超えると充電電流は急増している．1.7 Vで 8時間充電後，充放電特性から静
電容量と内部抵抗を測定すると，過電圧印加前に 0.121 Ωであった内部抵抗が 0.172 Ωに
増加していることがわかった．静電容量については，充放電波形から大きな変化は観測さ
れていない (蓄電容量としては減少している)．また，解体・調査の結果から，図 3.36の
ように陰極集電極の内側が黒色 (黒錆)に変化していることがわかった．

図 3.35 EDLCセルにおける過電圧印加の実験結果 [11]
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(a)アノード側・集電極 (b)カソード側・集電極

図 3.36 過電圧印加後の集電極 [11]

これらの結果から，EDLC の劣化現象には，EDLC の直列接続時の分担電圧の不揃
い [12]が関係し，EDLCセルへの過電圧の印加による電解液の電気分解が関係すること
がわかった．また，強アルカリ水溶液中での鉄の腐食現象についても報告されている [13]．
KOH 水溶液中に鉄板 (Fe) を電極として挿入し，電圧を印加すると K+ と OH− がそれ
ぞれ対向する電極に移動し，電極表面に電気二重層を形成する．ここで，電気分解電圧
(1.23 V)を超える電圧が印加されると，陰極では水素イオン (H+)が発生すると考えられ
る．Fe と H+ では，Fe の方がイオン化傾向 [14] が高いため Fe が電解液中に溶け出し，
Feの腐食が起こる．陽極では O+ が発生し，OH− の存在により Feの酸化は起こらない
と考えられる．これが図 3.36に示す集電極として利用している鉄板の腐食現象が生じる
と考えられる．この腐食は EDLCの内部抵抗と蓄電容量の減少に導いた．この電気分解
現象は，温度にも依存していることが知られており，今後は EDLCセルにおける電気分
解現象の温度特性についても調査する必要がある．
これらの結果から，次のことが木炭 EDLCの劣化要因として考えられる．電気分解に

よるガス (水素と酸素ガス)の発生により，容器内の圧力が上昇することで 1 EDLCセル
容器の破損が生じた． 1 EDLCセル容器の破損により， 2 電解液の漏れが生じた． 3 陰
極の集電極の黒錆もしくは赤錆は，電解液の電気分解現象により発生した．
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3.5.2 過電圧保護回路の設計・製作

EDLC の分担電圧 Vn は，次式によって表される．EDLC の直列接続時にそれぞれの
セルが有する静電容量のばらつきによって生じ，式 (3.3)を用いて算出される．

Vn =
C0

Cn
· V0 (3.3)

ここで，n，Vn，Cn，V0，および C0 は，それぞれセルの番号，セルの端子電圧，セルの
静電容量，EDLC全体の電圧，合成静電容量である．n番目の EDLCセルの破損により
電解液の漏れが生じた場合，そのセルの Cn が低下し，Vn が上昇すると考えられる．
前節の EDLCの性能が劣化する対策は，EDLCセルにかかる電圧を電気分解による電

流の急増が認められる 1.1 Vよりも低くすることが考えられる．具体的には，EDLCユ
ニット内に保護回路 (PC：Protection circuit，過電圧防止回路)を設置することがその対
策の一つとして考えられる．PC の電源としては，基本的に EDLC セルが充電中に劣化
現象が生じるため，EDLCセル自体から電力を得るものとした．このようにすることで，
これまで開発した充放電のための制御回路をそのまま利用できると考えられる．
図 3.37 と図 3.38 に，それぞれ今回試作した過電圧保護回路のブロック図と基板を示

す．PCの動作を以下に示す．

(1) 回路の動作に必要な電力は，昇圧型 DC/DCコンバータにより 3.3 V の電源を製
作して供給した．この電源を用いてマイコン (Microchip，PIC12F1572) と FET

を動作させた．
(2) EDLC端子間の電圧は，低域通過フィルタ (LPF：Low Pass Filter)を介してマイ
コンのアナログ入力端子に入力した．入力された電圧から，マイコン内の A/Dコ
ンバータ (10 bit)と基準電圧 (1.024 V)を用いて端子電圧値を取得した．

(3) EDLC端子間の電圧制御は，適切な放電抵抗Rを Pi+1と Pi端子間に接続し，Pi+1

と Pi 端子間の電圧が設定電圧 (1.0 V)以下を維持するよう，マイコンにより FET

を駆動することで電流を放電抵抗 Rに流した．なお，FETの駆動は PWM(Pulse

Width Modulation)信号により，放電抵抗 Rに流す電流を調整することによって
行われた．
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図 3.37 過電圧保護回路のブロック図

図 3.38 過電圧保護回路基板
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接続する EDLCの蓄電容量に対して試作した PCは，十分に消費電力が少ないことが
求められる．PCの消費電力測定には，安定化電源 (菊水電子工業，PMC35-1)やデジタ
ルマルチメータ (Tektronix，2100)を用い，入力電圧を 0.3 Vから 1.1 Vに可変し，回路
電流を計測した．消費電力は，入力電圧と回路電流から算出された．計測結果を図 3.39

に示す．
PC は，EDLC の定格電圧付近において 10 mW の消費電力であった．消費電力が

EDLC定格電圧の 0.1 Vの範囲で変化が制御されることは，FETを駆動するためにに電
力が必要であることが考えられる．よって，1セルあたり 2.3 Wh程度の蓄電容量に対し
て 0.4%程度の消費電力 (10 mW/2.3 Wh)であることがわかった．

図 3.39 過電圧保護回路の入力電圧に対する消費電力
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3.5.3 過電圧保護回路の動作実験結果と検討

PCが目的の動作をすることを確認するとともに，最大充電電流 Icm と PCの放電抵抗
RDC との関係を調べた．EDLCユニット (箱)は，静電容量が約 25 kFの EDLCセルを
6個収納している．

4つの EDLCユニット (4箱)を用意して，1つの EDLCユニット内のセルを順番に 2

セルずつ並列接続して，4 箱を利用して 12 個の EDLC とした．図 3.40 や図 3.41 に示
されるように，それぞれの EDLC(2 セル並列) に PC を付加して直列に接続 (C1,C2,…
C12)した．充放電は，安定化電源 (松定プレシジョン，KX-1002，容量 10 A)と電子負荷
(BK-PRECISION，8540)を定電流負荷として使用した．安定化電源 (充電電圧)を 11.8

V に設定し，8 時間充電/16 時間放電 (定電流負荷 2.0 A) を PIC マイコン (Microchip，
PIC12F1822)とリレーを用いた制御器を自作し利用した．各 EDLCの端子電圧はデータ
ロガー (GRAPHTEC, GL220，20ch，1 MΩ)により測定・記録された．

PCの RDC を 0.33 Ω，最大充電電流 Icm を 2.5 Aとした場合の実験結果を図 3.42に
示す．EDLCの端子電圧のいくつかは，PCの定格電圧 VC である 1.0 Vを超えないよう
に正確に制限していることがわかる．EDLC セルの静電容量の違いにより，直列接続時
の分担電圧が一定とはならず EDLCの端子電圧が 1.0 Vに達しないものがいくつかある．
これらの結果から，PCの目的である過電圧防止の機能が動作していることがわかる．実
験中には EDLCセルの膨らみなどはなく電解液の電気分解は発生していない．

図 3.40 過電圧保護回路の実験回路
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図 3.41 過電圧保護回路の実験状況 [11]

図 3.42 PCの RDC を 0.33 Ω，Icm を 2.5 Aとした場合の実験結果
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図 3.43 PCの RDC を 0.33 Ω，Icm を 3.0 Aとした場合の実験結果

次に，PCの RDC と充電電圧は同じとして，最大充電電流 Icm を 3.0 Aにした場合の
結果を図 3.43に示す．最初のサイクルで，EDLCの 4番目の端子電圧が定格電圧の 1.0

Vを間欠的に超えていることがわかる．また，2サイクルでは，3番目と 4番目の EDLC

端子電圧が定格電圧の 1.0 Vを超え，1.4 Vまで達していることがわかる．この実験中 3

番目と 4番目の EDLCではセルの膨らみが観察された．この実験から最大充電電流 Icm

を 3.0 Aとすると PCは目的の過電圧防止の機能を果たせなかった．この点については，
以下の関係があると考えられる．

放電抵抗 RDC×最大充電電流 Icm <設定電圧 Vset (3.4)

0.33Ω× 2.5A(= 0.82V) < 1.0V (3.5)

0.33Ω× 3.0A(= 1.0V) = 1.0V (3.6)

最初の実験では，最大充電電流 Icm が 2.5 Aであったために，放電抵抗 RDC と最大充
電電流 Icm の積が 0.82 Vと定格電圧 1.0 Vよりも低くなっている [式 (3.5)は式 (3.4)を
満足]．このため EDLCは充電電流を RDC に流しながらも過電圧を抑制するための自己
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放電が可能であると考えられる．しかし，最大充電電流 Icm を 3.0 A とすると式 (3.6)，
放電抵抗 RDC と最大充電電流 Icm の積が 1.0 Vと定格電圧 VC の 1.0 Vと同じとなるた
め上述の式 (3.4) の関係を満足しない．このため EDLC の過電圧を抑制するための自己
放電が不可能となり，端子電圧が上昇し，最終的に電解液の電気分解が発生したと考えら
れる．この結果から，PCを使用する場合には最大充電電流 Icm を式 (3.4)の関係を考慮
して設定する必要であることがわかった．式 (3.4)の関係を大きな充電電流でも満たすた
めには PCの RDC は小さい方がよいことになる．実験により PCの RDC を 0.1 Ωまで
下げることも可能であることがわかった．
前節から試作した PCは目的の機能を果たしていることがわかった．しかし，直列接続

する EDLCの静電容量に大きく違いがある場合には，分担電圧の均一化を図ることは十
分にできていない．このことを確認するために次の実験を行った．PCを利用し，分担電
圧を揃える方法として，直列接続する EDLCの容量を可能な範囲で揃えることが考えら
れる．

1つの EDLCユニット (箱)を利用して，前節と同様の実験を行った．EDLCユニット
の EDLCセルの数は 6枚である．この 6セルを順番に 2セルずつ並列接続して，3つの
EDLC(C1:1-2,C2:3-4,C3:5-6)を構成し，PCを各 EDLCに接続し，充放電波形を測定し
た．充放電には，安定化電源 (TEXIO，PA16-313, 0-30 V，6 A) と抵抗負荷 3 Ω(摺動
抵抗器) を利用した．充電電圧は 2.8 V，最大充電電流 Icm は 1.5 A である．図 3.44 は
EDLCセルの静電容量差が大きい時の PC動作結果を，図 3.45は EDLCセルの静電容
量差が大きい時の配線状況を示している．１つの EDLC(C2：3-4)が十分に充電されてい
ないことがわかる．
次に，同一の EDLC ユニット内の 6 セルを直列に接続し，2.8 V を印加し, 分担電圧

の大きさを測定して，これに応じてセルの並列の組み合わせを変更した (C1:1-5,C2:3-

4,C3:2-6)．先の実験と同様に，充放電波形を測定した．図 3.46 は EDLC セルの静電容
量差が少ない時の PC動作結果を，図 3.47は EDLCセルの静電容量差が少ない時の配線
状況を示している．図 3.46と図 3.44の結果を比較すると C2 の分担電圧が揃っているこ
とがわかる．
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図 3.44 EDLCセルの静電容量差が大きい時の PC動作結果

図 3.45 EDLCセルの静電容量差が大きい時の配線状況 [11]
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図 3.46 EDLCセルの静電容量差が大きい時の配線状況

図 3.47 EDLCセルの静電容量差が少ない時の配線状況 [11]
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次に，2つの EDLCセルを並列接続し，静電容量を可能な限り揃えた EDLCユニット
(1ユニットあたり EDLC6セル)を 4ユニット直列接続 (EDLC 24セル，定格電圧 12 V)

した EDLCの分担電圧を測定した．ユニット内の 2セル並列接続した EDLCには，それ
ぞれに PCを付加した．この EDLCを用いて，各 EDLCセルの静電容量差と PCの付加
による過電圧保護の有効性について調査した．
充放電には，安定化電源 (松定プレシジョン，KX-1002，容量 10 A)と電子負荷 (BK-

PRECISION，8540)を定電流負荷として使用した．各 EDLCセルの静電容量差は，充電
電圧を 6.0 V(PCが動作しない)，最大充電電流を 3 A，8時間充電/16時間放電 (定電流負
荷 2.0 A) に設定して測定された．各 EDLC の端子電圧はデータロガー (GRAPHTEC,

GL220，20ch，1 MΩ)により測定・記録された．PCを動作させる場合には，充電電圧を
12.0 Vに設定した．

EDLCセルの静電容量差は，放電直前において EDLCセルの端子電圧の平均値とそれ
ぞれの差の割合により確認された．PCの付加による過電圧保護の有効性については，そ
の割合のばらつきの変化を調べた．
図 3.48に PC不動作時の各 EDLC端子電圧を，図 3.49 に PC不動作時における放電

直前での EDLCセル端子電圧のばらつきを示す．図 3.50に PC動作時の各 EDLC端子
電圧を，図 3.51 に PC 動作時における放電直前での EDLC セル端子電圧のばらつきを
示す．
実験の結果，EDLCを 4ユニット組み合わせた時，PCが動作していない場合には，各

セルの静電容量が± 3% の範囲にあることがわかった．PC が動作した時，各 EDLCセ
ルの端子電圧は，PCが動作していない時と比較してばらつきが減少しており，PCによ
る過電圧保護の機能を果たしていることが確認された．
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図 3.48 PC不動作時の各 EDLC端子電圧

図 3.49 PC不動作時における放電直前の各 EDLC端子電圧のばらつき
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図 3.50 PC動作時の各 EDLC端子電圧

図 3.51 PC動作時における放電直前の各 EDLC端子電圧のばらつき
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次に，第 3章第 2節で実験に用いた屋外照明装置に PCを取り付けた EDLCを蓄電器
として実証実験を行った．先に示した，式 (3.4)の関係を満足するように屋外照明装置の
充電制御回路は最大充電電流 Icm を 20 Aに設定しており，充電完了時には PCで消費さ
れる電力が大きくなるため，最大充電電流 Icm を EDLCの端子電圧が 10 V以上で 5A，
11 V以上で 3 Aとなるよう制御方法を変更した．

EDLCの接続方法は，これまでの実験から 1ユニット内で静電容量の差が少なくなる
組み合わせで 2セルずつ並列接続し，それぞれの EDLC(2セル並列)を直接接続 (定格電
圧 3 V)した後，それぞれの EDLCユニットを 4個直列接続することで定格電圧 12 Vの
EDLCとした．
実験は，PV モジュール (JA SOLAR, AT-MA50A) で得られた電力で EDLC を充電

し，LED照明 (JRS株式会社，BH-DC12V-27LW)を負荷とした．LED照明の点灯時間
は，第 3 章第 2 節で行った実験と同様の設定とした．各 EDLC ユニットの端子電圧は
データロガー (GRAPHTEC, GL200A，10ch，1 MΩ)により測定・記録された．また，
電力制御回路の動作確認のため，制御回路の入出力電圧も同時に測定・記録された．

2019年 12月 9日 (晴)に測定された屋外照明灯内の EDLCユニット端子電圧を図 3.52

に示す．最も端子電圧が大きかった EDLCユニットは，3.03 Vと定格電圧である 3.0 V

に対して 30 mV以下で電圧が制限されていることが確認された．また，図 3.53に屋外照
明灯内の制御回路の入出力電圧を示す．屋外照明灯では，日照時の急速充電と夜間に 10

時間の LED照明灯点灯が確認された．
これらの結果から，PCが屋外照明装置においても正常に動作することがわかった．こ

の PCにより，EDLCの劣化防止が実現できたかどうかについては，この実証実験を継続
する必要がある．
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図 3.52 屋外照明灯内の EDLCユニット端子電圧

図 3.53 屋外照明灯内の制御回路の入出力電圧
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3.6 結言
独自に開発した木炭 EDLCは，自然の植物を原料とした活性炭を電極材料に使用して

おり，低環境負荷の構造となっている．また，電解液に用いた KOH水溶液は水分の混入
に強く，不燃性であるため安全性が高い．これらの特徴を有する木炭 EDLCが蓄電器と
しての有効性を確認するため，PV モジュールを電源とする屋外 LED 照明灯を製作し，
数年間に渡る実証実験を実施した．

PVモジュールと木炭 EDLC，専用の制御回路を組み合わせた電源システムを設計・開
発し，夜間に LED照明を点灯させて実証実験を行った．設置当初は，LED照明を 10時
間点灯することが可能であった．また，2年 4ヵ月経過後には 7時間程度の点灯時間を確
認した．
以上のことから，屋外 LED照明灯程度の消費電力を有する機器に対して，木炭 EDLC

を蓄電装置として利用することは，低環境負荷，安全性やメンテナンス性の観点から有効
であると考えられる．
次に，屋外 LED 照明灯に向けて開発した電源システムの技術を基本として，オフグ

リッドのWi-Fi用電源システムを開発し，その実証実験を行った．
開発した蓄電装置を使用して，屋外で使用する小電力 (8.4 W)の情報機器を対象とした

電源としての有効性を確認するため，連続動作実験を実施した．また，EDLCの定格電圧
による電源システムの駆動時間に与える影響を調査した．これらの結果，200 Whの蓄電
容量を有する木炭 EDLCを用いて，屋外でのWi-Fiシステムを 24時間連続稼動できる
ことがわかった．また，木炭 EDLCの定格電圧は，高く設定した方が蓄電されているエ
ネルギーの利用率が高く，同容量の木炭 EDLCよりも機器を安定して稼動できることも
明らかになった．木炭 EDLCを蓄電器とする電源システムの一例として，オフグリッド
における情報通信機器のための電源システムや非常時でのバックアップ電源としての利用
も考えられる．また，蓄電容量の向上や，より大きな機器の駆動にも耐えうる電源システ
ムの開発が今後の課題と考えている．
さらに，木炭 EDLCを用い，家庭用の照明器具をオフグリッドで駆動するための電源

システムの開発を行った．開発した電源システムは，1 kWh程度の木炭 EDLCと定格出
力 800 Wの PVモジュールを用いてシステムを構成し，充放電には 100 W以下の負荷
(家電)を想定して新たに制御回路を製作した．
充電制御回路は，3 系統の降圧型 DC/DC コンバータを並列に接続して使用し，充電

時の電流を構成するデバイスに分散して流すことにより，効率的な木炭 EDLCの充電を
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実現した．また，木炭 EDLCの出力電圧を安定させる出力制御回路は，2系統の昇圧型
DC/DCコンバータを並列に接続して使用することで，電力変換効率の向上を実現した．
これらの制御回路は，複数で構成される DC/DC コンバータを駆動する信号の位相をず
らし，回路中に急峻な電流の流れを抑えることでデバイスの小型化を図っている．
実証実験では，家庭用の屋内照明器具を想定した 48 Wの LED照明を開発した電源シ

ステムで連続点灯する実験を行い，オフグリッドの電源システムの連続点灯を確認した．
さらに，低環境負荷型独立電源システムを設計・製作して実証実験を行なった．これら

の結果から，より高出力でしかもメンテナンス・フリーの電源システムを目標としてきた．
高出力の電源システムに関しては 1 kWh を達成したが，67.1 Whの照明装置の電源シス
テムでは 2年 4カ月で照明点灯時間が 10時間から 7時間に減少した．この実証実験の結
果に基づいて，電源システムの蓄電部の解体を行い，原因を究明したところ，蓄電部にお
ける木炭 EDLCの特性のばらつきによって蓄電部の劣化が生じることがわかった．この
ため，照明点灯時間が初期と変わらないようにするために過電圧保護回路の設計・製作を
行なった．これらの保護回路を用いた実験結果は充電段階で過電圧が抑制され，より長い
時間のメンテナンス・フリーの低環境負荷型独立電源システムとなることが期待される．
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第 4章

木炭 EDLCのWSNシステムへの
応用

4.1 序言
第 2章において試作した電源装置は，木炭 EDLCを用いた汎用的なWSNシステム想

定したオフグリッド型の電源装置であった [1]．この章では，オフグリッド型のWSNシ
ステム応用として農業分野を対象とし，遠隔でモニタリングするシステムの実証実験を
行った．農業分野では，既に稲作の育成環境を管理することを目的として，複数のセンサ
を搭載したWSNシステムの開発が行われ，製品として活用されつつある [2, 3]．農業で
のWSNシステムは，管理対象となるフィールドがデータを集約するゲートウェイから見
通し範囲外の可能性があるため，通信を中継する必要がある [4, 5]．さらに，農業等を行
う場所では，自然環境を汚染する可能性を低くし，屋内とは異なる環境におけるシステム
の動作が求められる [6]．
本章では，WSNシステムとオフグリッド型電源装置を用いて，稲作において水を管理

する際に必要となる水田の取水口にある注水バルブの開閉状態を遠隔でモニタリングする
システムを試作し，WSNシステムの実証実験結果を記述する．また，取水口にある注水
バルブの状態を水位の変化により判定するため，静電容量の変化を利用した水位センサ
と，超音波による水位センサの試作し，これら実験結果についても記述する．
実験を行ったフィールドは，管理を必要とする水田が複数枚あり,その距離は数百 mか

ら数 km の範囲にある．よって，実証実験では，広範囲での通信を確保する必要がある
ため，920 MHz 帯の LPWA(Low Power Wide Area) 通信モジュールを用いて構成し，
通信の中継機能を有するシステムとした．WSNシステムの中継器に用いた電源装置は，
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WSNシステムを構成する通信モジュールの中でも中継器の消費電力が大きく，故障等の
際にも水田の汚染を少なくし，独立した電源の確保を目的として，PVモジュールと木炭
EDLCを用いた電源装置を設計・製作した．

4.2 WSNシステムの構成
図 4.1 に実証実験に使用したWSN システムの構成を示す． WSN システムは，セン

サ等からの情報を送信するセンサノード，センサノードと中継の役割を同時に果たす中継
器，センサノードと中継器からのデータを集約するゲートウェイからなる．WNSシステ
ムのセンサノードは，通信モジュール (インタープラン株式会社，IM920)を使用し，GPS

モジュール (太陽誘電株式会社，GYSFDMAXB)から位置情報と時刻を取得し，開発し
た水位センサから水位情報をゲートウェイにデータ転送するセンサノードを試作した．中
継器は,センサノードを常に起動した状態にしておき，他のセンサノードから送られてき
たデータがあるときにのみに中継機能を果たす．ゲートウェイは，シングルボードコン
ピュータ (アールエスコンポーネンツ株式会社，raspberry pi 3)と通信モジュールからな
り，電源は商用電源を用いた．

図 4.1 WSNシステムの構成

図 4.2に木炭 EDLCによる電源システムの構成を，図 4.3に製作した電源制御回路基
板を示す．電源の出力制御は，昇圧回路により蓄電デバイスの定格電圧より高い電圧に昇
圧し，その後接続する端末の駆動電圧まで降圧することにより安定化した．また，蓄電デ
バイスに木炭 EDLC(約 15 Wh)を使用した際の出力制御は，木炭 EDLCの端子電圧が
1.25 V以上の時に動作するよう設定された．
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図 4.2 木炭 EDLCによる電源システムの構成

図 4.3 試作した電源制御回路基板

4.3 超音波型水位センサの開発
水田において稲作をする場合，水の管理に労力を必要とするため，超音波による水位セ

ンサを試作した．水田を管理する際，人為的なミスにより取水口のバルブを閉め忘れるこ
とがあり，取水口内の水位を計測することにより取水口の状態を推定し，監視することを
目的とした．
図 4.4に水田にある取水口の一例を示す．水田に使用されている取水口は，機械的なバ

ルブを用いてパイプラインから得る水の排出量を調整する型式や，自然の水路から木製の
板や土嚢を用いて水の流れを分流させる形式等の様々な手法が用いられている．この研究
で対象とする取水口は，機械的なバルブを用いてパイプラインから水を取り入れ，コン
クリート等で作られた一時的に水を貯える升を介して水田に注水する型式を監視対象と
した．
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図 4.4 水田の取水口

図 4.5に水位センサの分類について図示する．一般的に水位の計測に用いられるセンサ
には，機械的な可動部を有するフロート式，サウンジング式やパドル式などがあり，可動
部を持たない電極式，静電容量式や圧力式などがある．さらに，非接触で測定可能な方式
として，超音波式，電波式やレーザー式などの測定方法もある [7]．

2種類の水位センサを試作し，実際の水田における水位センサとして利用可能であるか
実証実験を行った．水田の取水口で使用するセンサは，周囲に雑草が自生していることや
水生生物等の影響により水位の計測を阻害する恐れがある．水田において取水口から注水
は，栽培されている農作物の種類によるが，この研究で対象とする稲においては，4～5か
月程度の期間で土壌の水分調整を必要とする．その間，水道水等や工場で利用される水と
比較してゴミ等が多く屋外での使用にも耐えうる必要があるため，機械的な可動部を無く
すことでメンテナンスの回数を抑える方式を選定し，可動部が無く接触式の水位センサと
して，水が有する高い誘電率を利用した静電容量型水位センサを試作した [8, 9]．
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図 4.5 水位センサの分類

図 4.6に静電容量方式による水位センサの原理を示す．電極を対向した電極間には静電
容量があり，電極の間隔と形状が一定である場合，その容量は電極間にある材料の比誘電
率に比例する．試作したセンサでは，電極間に水が接触していない場合には空気と基材の
複合的な誘電率となる．また，水が接触している場合には，水と基材の複合的な誘電率と
なる．空気と水の比誘電率εr は，それぞれ約 1と約 80である．よって，試作した水位
センサの電極に水が接触している場合，電極間の静電容量が増加する．

図 4.6 水による静電容量への影響
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PICマイコン (Microchip Technology Inc.，PIC18F26K22)に内蔵されている充電時
間測定ユニット (CTMU：Charge Time Measurement Unit)の機能を用い，水の接触に
よる静電容量変化は，電極間の微小な静電容量を測定することで段階的に計測された [10]．
電極間の静電容量は，マイコン端子に接続された電極間の静電容量を定電流源により一定
時間充電され，充電後の電圧を A/Dコンバータにより数値化することで，指定した端子
に接続されている静電容量を推定することが可能になる．
図 4.7に試作した水位センサの構成を示す．この水位センサでは，プリント基板 (基材：

FR4)上に作製した複数本の電極間にある静電容量を測定することで，各電極間における
水の有無を段階的に判定した．プリント基板上の配線では，マイコンが内蔵する A/Dコ
ンバータの低圧側基準電位となる端子につながる電極をセンサ部の片側に配置し，対向
する位置に A/D コンバータの入力となる複数の端子につながる電極を配置した．セン
サの水と接触する部分は，電極を 20 mm間隔で 11本配置し，200 mmの範囲を段階的
に測定可能な構造とした．センサで得られる数値は，マイコンと接続した D/Aコンバー
タ (Microchip Technology Inc.，MCP4821)を用いて段階的なアナログ電圧により出力
した．
図 4.8に試作した静電容量型水位センサを示す．プリント基板上に配置した電極は，農

薬や肥料，水分などが付着することが多いため電極の腐食と，測定対象となる水の電気伝
導による影響を防ぐため，プリント基板表面をソルダレジスト塗料でコーティングし，さ
らにその上から防湿塗料でコーティングを施した．

図 4.7 試作した静電容量型水位センサの構成
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図 4.8 静電容量型の水位センサ

図 4.9 に超音波を用いた水位センサのブロック図を示す．製作した超音波を用いて非
接触で水位を計測するセンサは，発信用と受信用の超音波センサ (SPL (Hong Kong)

Limited，UT1007-Z325R)を電子回路基板の同一の平面上に配置された．超音波が水面
で反射して往復する時間をマイコン (Microchip Technology Inc.，PIC16F1825)により
計測することで水面までの距離を算出した [11]．
図 4.10に試作した超音波型水位センサを示す．試作した水位センサは，一般的な超音

波式のセンサとは異なり，超音波の伝搬経路を塩化ビニール管 (内径 65 mm)で覆い，取
水口付近にある草やゴミなどによる影響を受けにくい構造とした．水位センサの取り付け
は，既にある取水口を加工することなく設置可能な構造と大きさにし，簡易的な設置が可
能となっている．
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図 4.9 超音波水位センサのブロック図

図 4.10 超音波水位センサ

図 4.11に超音波センサの配置が不適切な場合，図 4.12に配置が適切な場合の送信信号
と受信した信号を示す．超音波センサの周囲を覆った場合，超音波センサ付近に複数の反
射経路が存在し，発信直後に受信用超音波センサに到達する不要な信号が増加する．その
対策として，発信直後に受信用超音波センサへ到達する信号が減少するよう超音波センサ
を一定の間隔に配置した．
反射波の測定は，マイコンの内部の 16 bitタイマーと割り込み機能を用いて計測され，

タイマーのカウントはマイコンのシステムクロックを分周して入力するように設定され
た．空気中における音波の伝播速度 vs は次式で表される．

vs = 331.45 + 0.61 · T (4.1)

タイマーの動作クロックを 2 MHzに設定したので，測定値の分解能は，気温が 20℃の際
に 1 mmとなるよう設定された．ただし，正確に安定した測定のためには，音波の伝播速
度 vs は温度 T の影響により変化するため，温度補正を行う必要がある [12]．
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図 4.11 超音波センサの配置が不適切な場合の送受信信号

図 4.12 超音波センサの配置が適切な場合の送受信信号

4.4 開発したシステムの動作実験結果と検討
設計・製作したWSNシステム用の電源装置は，PVモジュールを用いて蓄電デバイス

を十分に充電ができるか調べるために，直流電源と木炭 EDLCを用いて電力変換効率の
測定を行った．測定では，直流電源の電圧設定と電流の上限をそれぞれ 19.0 V と 0.70

A に設定し，充電回路の入力と出力の電圧をデータロガー (GRAPHTEC，GL100 ＋
GS-4VT)に接続した．入力電力は，想定する PVモジュールの最大出力動作電圧が 17.8

Vであるため，直流電源の電流制限機能が動作している際には，約 12.5 Wとなる．また，
充電回路に流れる電流は，5 mΩのシャント抵抗を接続し，シャント抵抗の両端をデータ
ロガーに接続して計測された．
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図 4.13に電力変換効率の測定結果を示す．これらの結果から，12.5 W程度の出力電力
で木炭 EDLCを十分に充電可能であり，想定する入力電力により 3時間程度で充電が完
了することがわかった．
図 4.14に水田における設置状況とWSNシステムを，図 4.15に動作実験の結果 (2018

年 5月 13日～2018年 5月 15日)を示す．試作したWSNシステムと電源装置を本校の
近郊にある水田に設置し，屋外で実証実験を行った．実験での記録するデータは，PVモ
ジュールと木炭 EDLCの端子電圧および，出力制御回路の出力電圧をデータロガー (株式
会社ティアンドデイ，MCR-4V)により記録した．

図 4.13 充電制御回路の充電効率測定結果

図 4.14 WSNシステムノードの設置状況と中継端末
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図 4.15 WSNシステムの動作実験結果

実証実験の結果から，木炭 EDLCを用いた電源装置は，通信モジュールがルーターと
して機能するWSNシステム端末に対して，連続した電力供給が可能であり，夜間には木
炭 EDLCが有する蓄電容量の 20%にあたる電力を消費することがわかった．また，夜間
に消費した電力は，明け方の発電電力が少ない時間帯でも 3時間で充電が完了した．雨天
においては，PVモジュールでの発電量がWSNシステム端末の電力消費を上回っている
ため，日中における木炭 EDLCの電力消費がほとんど無いこともわかった．
これらの結果から，試作したWSN システム端末と木炭 EDLC による電源装置では，

日照の少ない日が 4 日程度連続しても運用が可能であり，その間に晴天の日があれば木
炭 EDLCを満充電できるため，電源の確保が難しい場所でも安全に利用できると考えら
れる．
また，図 4.16に静電容量型水位センサの実験結果を示す．試作した静電容量型水位セ

ンサは，室内での動作確認の後，実際の取水口に設置してフィールド実験を行った．室内
の実験では，メスシリンダーに水道水を一定量入れ，試作した水位センサ電極部を水中に
入れる部分を変化させた際に，出力される電圧値はディジタルテスタ (三和電気計器株式
会社，PC5000)を用いて測定された．

103



図 4.16 静電容量型水位センサの実験結果

屋内での実験結果から，等間隔 (20 mm)に配置した電極への水の接触に合わせて出力
電圧が変化していることがわかった．また，180 mm以上で出力される電圧に変化しない
理由は明らかではないが，実用では 180 mm以上の電極を使用することが無いため，実際
の取水口に取り付けて実験を行った．
フィールド実験では，当初は取水口の水位を取得できたが，数日後には出力電圧値が不

安定になった．原因としては，電極の配線上にゴミが付着することとにより，水の表面張
力が影響して水分が電極上に留まることで静電容量が不安定になり，当初設定した閾値が
合わない状況となることなどが原因として考えられる．水田に注水する水は，河川やため
池を水源としているところが多く，上水道のような不純物の少ない水ではなくゴミ等の付
着を防ぐことができないため，水が接触する方式のセンサは使用しないこととした．
超音波型水位センサは，バルブの開閉による水位変化を測定できることを目標とした．

水槽の中に試作した水位センサを設置し，注水開始と注水停止の際に水位センサの出力値
を記録することで動作確認を行った．水位サンサから出力されるデータは，USB/シリア
ル変換ケーブル (Future Technology Devices International Ltd.，TTL-232R-5V) を用
いてパソコンに接続して，5分間隔で得られるデータを記録した．
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図 4.17 超音波型水位センサの実験結果

図 4.17に超音波型水位センサの実験結果を示す．記録したデータからは，センサから
水面までの距離を表しており，距離が短い時に取水口のバルブが開いて注水されていると
判定できる．また，距離が最短の時から 15mm 程度長くなっている時が，水槽への注水
が停止している状態であることがわかる．注水を停止後に水位のデータが安定しないとき
は，注水停止直後に水面に波がある状態を検出していることが推測される．これら結果か
ら，水槽内の水位変化を的確に計測されており，注水開始と停止の状態を判定できること
がわかった．
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4.5 結言
商用電源の供給が困難な場所に設置するWSNシステムを対象とし，独自に開発した木

炭 EDLCと市販の PVモジュールを用い，環境負荷が少なく水質汚染の可能性が低い独
立型電源装置の試作とその実証実験を行った．また，WSNシステムの利用法として，水
田における取水口の状態を遠隔で監視するための水位センサの試作を行った．試作した水
位センサは，設置場所である水田の状態を想定して機械的な可動部が無い静電容量型と，
水と接触することなく測定が可能な超音波型の 2種類を試作して動作の確認を行った．
電源部の実証実験では，試作した独立電源により中継器として稼働するWSNシステム

に連続した電力の供給が可能であり，4日間程度は日照時間が少なくても運用することが
できることがわかった．試作した電源装置は，災害や故障時等において水田を汚染する可
能性が低くいことや屋外での使用でも劣化が少ないことなどの特徴を有する．よって，水
田等の農作物を扱う場所では安全性に配慮する必要があるため，提案するシステムが有用
であると考えられる．
試作した静電容量型の水位センサは，屋内において少ない水道水を用いた実験では，設

定した閾値により，水位を 20 mm間隔で計ることが可能であった．しかし，実際の取水
口に設置した場合，農業用水に含まれるゴミや養分がセンサ部分に付着したことにより，
水位が下がってもセンサ部に水滴が残ったため，誤ったデータを出力することとなった．
超音波型水位センサは，超音波センサから水面までの距離を 1 mm 単位で測定可能であ
り，注水の開始と終了を水位の変化から判定するために十分な分解能を有することを確認
した．課題としては，実験の結果は屋内でのテストであるため，温度変化による測定値の
変化への対応や長期的な動作確認を必要とする．
これらの実験結果から，提案する木炭 EDLCと PVモジュールを用いた低環境負荷型

独立電源システムは，電源供給が難しい場所に設置するWSNシステムに対して有効な電
源装置であると言える．また，実際にWSNシステムを用いるフィールドとして，水田等
の環境対策が必要となる場所において電源供給の課題に対して有効な解決手段である．
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第 5章

結論

近年，地球規模の異常気象，つまりアマゾンやオーストラリアなどにおける山火事や日
本などの強風の発生は，地球温暖化などに関係すると言われている．地球温暖化は北極の
氷が解ける速度が速くなっていることなどを根拠とし，地球の平均温度の上昇率が加速さ
れていることを挙げている．これらの対策として CO2 の削減が提案されている．低炭素
社会を実現する再生可能エネルギーの活用や CO2 の削減などの低環境負荷型の電力シス
テムが必要とされている．なぜなら，現在から将来に向かって人類への電力供給は不可欠
であるが，一方，発電，蓄電や負荷の接続時における CO2 排出量低減が強く求められる
ものと考えられる．
本研究では，地球環境にやさしい，つまり低環境負荷型独立電源システムを設計・製作

し，それらの実証実験を行い，本電源システムの高性能化などに関する課題を明らかにす
ることを目的とした．本電源システムは，発電部，蓄電部，電気電子回路制御部や負荷部
からなる．
本電源システムの発電部には，PV (PhotoVoltaic) モジュールを用いた．このモジュー

ルは，発電量をほぼ連続的に変えることができ，しかも安価であり，取扱いが容易である．
また，本電源システムは独立型なので送配電線に電力投入するために低い直流/交流変換
効率のコンディショナーを使用する必要がない．また，本電源システムの蓄電部には木炭
EDLCを用いた．EDLC蓄電装置は，蓄電容量が少ないが，急速充放電が可能であるこ
と，長い充放電サイクルや高い安全性などの特徴を有している．特に，電源システムに用
いた木炭 EDLCは，電極材料に循環可能な材料である木炭および鉄を用い，電解液とし
て水酸化ナトリウム水溶液を使用し，低環境負荷型の蓄電装置である．開発した電源シス
テムは，いかなる重金属や有毒な物質を含まないため，故障や災害などで廃棄されても環
境に影響を与えない．さらに，水酸化カリウム溶液が電解質として使用されるので，発火

109



の危険がなく安全である．
本研究では，PVモジュールの発電部，木炭 EDLCの蓄電部，電気電子回路御制御部や

負荷部からなる低環境負荷型独立電源システムを設計・製作し，それらの実証実験を行っ
た．これらの実証実験結果から，以下のことが明らかになった．
第 2章では，発電部に 10 Wの PVモジュール，蓄電部に 25 Wh程度の木炭 EDLC，

や負荷部に 0.7 Wセンサ及び通信モジュールからなるWSNシステムを設計・製作した．
低環境負荷型独立電源システムとしての実証実験を行った．これらの実験結果から，本シ
ステムは，WSNシステムに 24時間の連続した電力供給ができることがわかった．また，
悪天候の際には PVモジュールが発電する電力で電力供給が可能であるため，日照時間の
少ない季節においても数日間の連続動作ができることが明らかになった．木炭 EDLCを
用いた電源システムは環境負荷が少なく安全性が高いため，故障や災害等が想定される農
業分野や河川等に対して環境汚染等の観点からも有用であると考えられる．
第 3章では，発電部に 60Wの PVモジュール，蓄電部に 67.1 Whの木炭 EDLCと負

荷に 6 W の LED照明を用いて屋外照明灯用電源システムを設計・製作した．これらの
実証実験結果から，設置当初では LED照明の点灯時間が 10時間であったが，2年 4ヵ月
後では 7時間程度になることがわかった．したがって，木炭 EDLCを用いた独立電源シ
ステムは，屋外照明灯への独立した電源供給が可能であると考えられる．
また，屋外照明灯用電源システムでは 2年 4ヵ月後に照明点灯時間が 10時間から 7時

間に減少した．この実証実験の結果に基づき原因を究明した結果，蓄電部における木炭
EDLC の特性のばらつきによって蓄電部の劣化が生じることがわかった．このため，木
炭 EDLC用の過電圧保護回路の設計・製作を行なった．これらの保護回路を用いた実験
結果から，充電段階で過電圧が抑制され，より長い時間のメンテナンス・フリーの低環境
負荷型独立電源システムとなることが予想される．
次に，発電部に 435 Wの PVモジュール，蓄電部に，200 Whの木炭 EDLCと負荷に

8.4 WのWi-Fi機器を用い，オフグリッドWi-Fi 連続稼働電源システムを設計・製作し
て実証実験を行った．さらに，2種類の定格電圧が異なる木炭 EDLCを用い，蓄電されて
いる電力の利用効率についても同時に実証実験を行った．これらの実証実験の結果から，
PVモジュールにより得られた電力で木炭 EDLCへの充電と負荷への放電を同時に行い，
24時間連続でWi-Fi機器への電力供給ができることがわかった．また，木炭 EDLCの定
格電圧は，高く設定すると蓄電電力の利用効率が高く，同容量の木炭 EDLCよりも機器
を長時間稼動できることが明らかになった．長寿命かつ耐久性が高いオフグリッドの電源
システムは，設置する情報通信機器の制約を減らすだけでなく，非常用電源としての役割
も果たすため，有効な電源システムはであると考えられ．
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さらに，発電部に 800 Wの PVモジュール，蓄電部に 1 kWhの木炭 EDLCと負荷に
100 W以下の負荷 (家電)を想定した低環境負荷型独立電源システムの設計・製作を行っ
た．充電制御回路は，3系統の降圧型 DC/DCコンバータを並列に接続し，充電時の電流
を構成するデバイスに分散して流すことで木炭 EDLCの効率的な充電を実現した．また，
木炭 EDLCの出力電圧を安定させる出力制御回路は，2系統の昇圧型 DC/DCコンバー
タを並列に接続して使用することで，電力変換効率の向上を実現した．これらの制御回路
は複数で構成される DC/DC コンバータを駆動する信号の位相をずらし，回路中に急峻
な電流の流れを抑制することでデバイスを小型化できることが明らかになった．この電源
制御回路に負荷 48 Wの LED照明を接続して実証実験を行い，24時間連続電力供給が可
能であることがわかった．これらの結果から，木炭 EDLC を使用した 1kWhより大型低
環境負荷型独立電源システムの設計・製作に成功した．大型蓄電装置は，環境負荷が少な
く安全な蓄電装置として有効な手段であることがわかった．さらに，このシステムはサイ
クル特性の良い蓄電器であるため，定期的な蓄電器の交換を必要としない安定した蓄電シ
ステムを構成できる可能性があると考えられる．
第 4章では，木炭 EDLCを用いた低環境負荷型独立電源システムと水田での注水バル

ブの水位を検知するセンサからなるWSN システムを設計・製作した．この章の電源シ
ステムは，発電部に 10 Wの PVモジュール，蓄電部に 15 W程度の木炭 EDLCと新た
に設計した電力制御回路からなっている．負荷となるWSN システムは，通信部に 920

MHz帯の LPWAモジュールをルータとして使用した．これらの実験結果から，設計・製
作した電源システムは少ない日照時間でも，4日間程度のWSNシステムを連続稼働がで
きることがわかった．また，新奇の超音波型水位センサを設計・製作し，注水バルブの状
態を推定するのに十分な性能を有することがわかった．したがって，提案する電源システ
ムでは低環境負荷でしかも劣化が少ない特徴を有する蓄電部を用いているので，水田等の
農作物を扱う場所，つまり有害物質などへの安全性を考慮する必要がある場所での利用に
適していると考えられる．
本研究では，PV モジュールの発電部，木炭 EDLCによる蓄電部，電気電子回路によ

る制御部と夜間照明などの負荷部からなる低環境負荷型独立電源システムを設計・製作し
た。さらに，これらの電源システムの実証実験を行い，開発された木炭 EDLCを用いた
低環境負荷型独立電源システムは，地球環境を保全しながら快適な安心・安全な生活を維
持するために必要な技術の一つであると考えられる．
今後は，より大きな電力容量を持つ低環境負荷型独立電源システムの開発は緊急の課題

であると考えられる．また，木炭を原料とする活性炭と水溶液系の電解液等で構成する木
炭 EDLCは，その特徴である低い環境負荷，安全性と長いサイクル寿命から，再生可能
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エネルギーの活用に有効な電源システムであることが明らかにした．今後，電力網が整備
されている先進国だけでなく，電力供給が難しい地域においても電力を供給する一手法と
して有効であると考えられ，設置場所や使用環境に合わせた開発を推進する予定である．
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